
法律第二十三号（令六・五・一五） 

  ◎流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部

を改正する法律 

 （流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の一部改正） 

第一条 流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（平成十七年法律第八十五号）

の一部を次のように改正する。 

  題名を次のように改める。 

    物資の流通の効率化に関する法律 

  目次を次のように改める。 

 目次 

  第一章 総則（第一条－第三条） 

  第二章 流通業務の総合化及び効率化 

   第一節 総則（第四条・第五条） 

   第二節 総合効率化計画の認定等（第六条－第九条） 

   第三節 流通業務総合効率化事業の促進（第十条－第二十八条） 

   第四節 雑則（第二十九条） 

  第三章 運転者の運送及び荷役等の効率化 

   第一節 総則（第三十条－第三十三条） 

   第二節 貨物自動車運送事業者等に係る措置（第三十四条－第三十六条） 

   第三節 荷主に係る措置（第三十七条－第四十条） 

   第四節 貨物自動車関連事業者に係る措置（第四十一条－第四十三条） 

   第五節 貨物自動車運送事業者に係る特別の措置等 

    第一款 第一種荷主との間で運送契約を締結する場合における貨物自動車運送事

業者及び貨物利用運送事業者に係る特別の措置（第四十四条） 

    第二款 連鎖化事業者に係る措置（第四十五条－第四十八条） 

   第六節 雑則（第四十九条） 

  第四章 雑則（第五十条－第五十二条） 

  第五章 罰則（第五十三条・第五十四条） 

  附則 

  第一条中「労働力」の下に「、とりわけ必要な員数の運転者」を加え、「について定

めることにより、流通業務の総合化及び効率化の促進」を「を定めるとともに、貨物自

動車を用いた貨物の運送の役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷役

等の効率化に関し貨物自動車運送事業者等、荷主及び貨物自動車関連事業者が講ずべき

措置等を定めることにより、物資の流通の効率化」に改める。 

  第二章から第六章までの章名を削る。 

  第三十一条中「第二十条の二第二項」を「第二十三条第二項」に改め、同条を第五十



四条とする。 

  第三十条第一項中「第二十六条」を「第二十九条」に、「者は」を「ときは、その違

反行為をした者は」に改め、同条を第五十三条とする。 

  第二十九条中「この法律による」を「第二章に規定する」に改め、「権限」の下に

「並びに前章第三節に規定する荷主事業所管大臣及び同章第五節第二款に規定する連鎖

化事業所管大臣の権限」を加え、同条を第五十二条とし、同条の次に次の章名を付する。 

    第五章 罰則 

  第二十八条中「この法律」を「第二章」に改め、同条を第五十一条とする。 

  第二十七条第一項中「この法律」を「第二章」に改め、同条第二項中「この法律」を

「第二章」に改め、「主務省令は、」の下に「第一項に定める」を加え、同項を同条第

三項とし、同条第一項の次に次の一項を加える。 

 ２ 第三十三条第一項、第三項及び第四項における主務大臣は、国土交通大臣、経済産

業大臣及び農林水産大臣とする。 

  第二十七条に次の二項を加える。 

 ４ 前章第三節における主務省令は、荷主事業所管大臣の発する命令とする。 

 ５ 前章第五節第二款における主務省令は、連鎖化事業所管大臣の発する命令とする。 

  第二十七条を第五十条とする。 

  第二十六条の見出しを削り、同条を第二十九条とし、同条の次に次の一章及び章名を

加える。 

    第三章 運転者の運送及び荷役等の効率化 

     第一節 総則 

  （定義） 

 第三十条 この章において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

  一 貨物自動車 道路運送車両法（昭和二十六年法律第百八十五号）第二条第二項の

自動車であって、貨物の運送の用に供するものをいう。 

  二 運転者 貨物自動車の運転者をいう。 

  三 荷待ち時間等 荷待ち時間及び荷役等時間をいう。 

  四 荷待ち時間 運転者が貨物自動車の運転の業務に従事した時間のうち、集貨若し

くは配達を行うべき場所又はその周辺の場所において、荷主、当該場所の管理者そ

の他国土交通省令で定める者の都合により貨物の受渡しのために待機した時間であ

って、国土交通省令で定めるところにより算定されるものをいう。 

  五 荷役等時間 運転者が荷役その他貨物自動車の運転以外の業務として国土交通省

令で定める業務（以下「荷役等」という。）に従事した時間であって、国土交通省

令で定めるところにより算定されるものをいう。 

  六 貨物自動車運送事業者等 貨物自動車運送事業法第三十九条第一号に規定する貨



物自動車運送事業者（以下「貨物自動車運送事業者」という。）及び同法第三十七

条の二第三項に規定する特定第二種貨物利用運送事業者をいう。 

  七 荷主 第一種荷主及び第二種荷主をいう。 

  八 第一種荷主 自らの事業（貨物の運送の事業を除く。）に関して継続して貨物自

動車運送事業者又は貨物利用運送事業者（第一種貨物利用運送事業者、第二種貨物

利用運送事業者及び貨物利用運送事業法第四十六条第一項に規定する外国人国際第

二種貨物利用運送事業者をいう。以下同じ。）に貨物の運送を行わせることを内容

とする契約（貨物自動車を使用しないで貨物の運送を行わせることを内容とする契

約を除く。）を締結する者をいう。 

  九 第二種荷主 次に掲げる者をいう。 

   イ 自らの事業（貨物の運送及び保管の事業を除く。ロにおいて同じ。）に関して

継続して貨物（自らが貨物自動車運送事業者又は貨物利用運送事業者に運送を委

託する貨物を除く。ロ及び第三十七条第四項において同じ。）を運転者（他の者

に雇用されている運転者に限る。以下この号において同じ。）から受け取る者又

は他の者をして運転者から受け取らせる者 

   ロ 自らの事業に関して継続して貨物を運転者に引き渡す者又は他の者をして運転

者に引き渡させる者 

  十 貨物自動車関連事業者 次に掲げる者をいう。 

   イ 倉庫業法第七条第一項に規定する倉庫業者（以下「倉庫業者」という。） 

   ロ 港湾運送事業法（昭和二十六年法律第百六十一号）第三条第一号に掲げる事業

を経営する者であって、当該事業について運転者との間で貨物の受渡しを行うも

の 

   ハ 航空法（昭和二十七年法律第二百三十一号）第二条第十八項の航空運送事業を

経営する者のうち貨物の運送を行うものであって、当該航空運送事業について運

転者との間で貨物の受渡しを行う者 

   ニ 鉄道事業法第二条第二項の第一種鉄道事業又は同条第三項の第二種鉄道事業を

経営する者のうち貨物の運送を行うものであって、当該第一種鉄道事業又は当該

第二種鉄道事業について運転者との間で貨物の受渡しを行う者 

  （国の責務） 

 第三十一条 国は、貨物自動車運送役務（貨物自動車を用いた貨物の運送の役務をいう。

以下同じ。）の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷役等の効率化並び

に輸送される物資の貨物自動車への過度の集中の是正に関する情報の収集、整理、分

析及び提供、助言その他の援助並びに研究開発の推進に努めなければならない。 

 ２ 国は、広報活動その他の活動を通じて、集貨又は配達に係る運転者への負荷の低減

に資する施策に関して国民の理解を深めるとともに、その施策の実施に関する国民の

協力を求めるよう努めなければならない。 



  （事業者等の責務） 

 第三十二条 物資の流通に関する事業を行う者、その事業を利用する事業者及び物資の

流通に関する施設を管理する者は、その事業の実施又はその施設の管理に関し、これ

らに伴う運転者への負荷の低減その他の貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保

に資する措置を講ずるよう努めなければならない。 

  （基本方針） 

 第三十三条 主務大臣は、貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者

の運送及び荷役等の効率化の推進に関する基本的な方針（以下この章において「基本

方針」という。）を定めるものとする。 

 ２ 基本方針に定める事項は、次のとおりとする。 

  一 貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷役等の

効率化の推進の意義及び目標に関する事項 

  二 貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷役等の

効率化の推進に関する施策に関する基本的な事項 

  三 貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷役等の

効率化に関し、貨物自動車運送事業者等、荷主及び貨物自動車関連事業者が講ずべ

き措置に関する基本的な事項 

  四 集貨又は配達に係る運転者への負荷の低減に資する事業者の活動に関する国民の

理解の増進に関する基本的な事項 

  五 その他貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷

役等の効率化の推進に関し必要な事項 

 ３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、関係行政機関

の長（当該行政機関が合議制である場合にあっては、当該行政機関）に協議するもの

とする。 

 ４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表

するものとする。 

     第二節 貨物自動車運送事業者等に係る措置 

  （貨物自動車運送事業者等の努力義務） 

 第三十四条 貨物自動車運送事業者等は、自らの事業に伴うその雇用する運転者への負

荷の低減に資するよう当該運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加を

図るため、輸送網の集約、配送の共同化その他の措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

  （貨物自動車運送事業者等の判断の基準となるべき事項） 

 第三十五条 国土交通大臣は、基本方針に基づき、国土交通省令で、前条に規定する措

置に関し、貨物自動車運送事業者等の判断の基準となるべき事項を定めるものとする。 

 ２ 前項に規定する判断の基準となるべき事項は、運転者一人当たりの一回の運送ごと



の貨物の重量の状況その他の事情を勘案して定めるものとし、これらの事情の変動に

応じて必要な改定をするものとする。 

  （指導及び助言） 

 第三十六条 国土交通大臣は、貨物自動車運送事業者等の第三十四条に規定する措置の

適確な実施を確保するため必要があると認めるときは、当該貨物自動車運送事業者等

に対し、前条第一項に規定する判断の基準となるべき事項を勘案して、当該措置の実

施について必要な指導及び助言をすることができる。 

     第三節 荷主に係る措置 

  （荷主の努力義務） 

 第三十七条 第一種荷主は、貨物自動車運送事業者又は貨物利用運送事業者に貨物の運

送を委託する場合（貨物自動車を使用しないで貨物の運送を行うことを委託する場合

を除く。）には、当該貨物を運送する運転者の荷待ち時間等の短縮及び運転者一人当

たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加を図るため、次に掲げる措置を講ずるよう

努めなければならない。 

  一 貨物の運送の委託の時から貨物を引き渡し、又は受け取るべき時までの間に、貨

物自動車運送事業者等が他の貨物との積合せその他の措置により、その雇用する運

転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量を増加させることができるよう、貨

物の受渡しを行う日及び時刻又は時間帯を決定すること。 

  二 貨物の受渡しを行う日及び時刻又は時間帯を決定するに当たっては、停留場所の

数その他の条件により定まる荷役をすることができる車両台数を上回り一時に多数

の貨物自動車が集貨又は配達を行うべき場所に到着しないようにすること。 

  三 運転者に荷役等を行わせる場合にあっては、パレットその他の荷役の効率化に資

する輸送用器具（貨物自動車に積み込むものに限る。第三項において同じ。）を運

転者が利用できるようにする措置その他の運転者の荷役等を省力化する措置 

 ２ 前項の規定により第一種荷主が短縮すべき荷待ち時間等は、荷待ち時間にあっては

次に掲げる施設又はその周辺の場所におけるものに、荷役等時間にあっては次に掲げ

る施設におけるものに限られるものとする。 

  一 当該第一種荷主が管理する施設 

  二 当該第一種荷主との間で当該貨物に係る寄託契約を締結した者が管理する施設 

 ３ 第一項に規定する運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加には、同

項第三号に規定するパレットその他の荷役の効率化に資する輸送用器具を使用しない

ことにより増加した貨物の重量は含まれないものとする。 

 ４ 第二種荷主は、貨物を運転者から受け取り、若しくは他の者をして運転者から受け

取らせ、又は運転者に引き渡し、若しくは他の者をして運転者に引き渡させる場合に

は、当該貨物を運送する運転者の荷待ち時間等の短縮及び運転者一人当たりの一回の

運送ごとの貨物の重量の増加を図るため、次に掲げる措置（当該貨物の受渡しを行う



日又は時刻及び時間帯を運転者に指示することができない場合にあっては、第三号に

掲げる措置に限る。）を講ずるよう努めなければならない。 

  一 貨物の受渡しを行う日及び時刻又は時間帯を運転者に指示するに当たっては、停

留場所の数その他の条件により定まる荷役をすることができる車両台数を上回り一

時に多数の貨物自動車が集貨又は配達を行うべき場所に到着しないようにすること。 

  二 第一種荷主が第一項第一号に掲げる措置を円滑に実施するため貨物の受渡しを行

う日及び時刻又は時間帯について協議したい旨を申し出た場合にあっては、これに

応じて、必要な協力を行うこと。 

  三 運転者に荷役等を行わせる場合であり、かつ、運転者に荷役等の方法を指示する

ことができる場合にあっては、貨物の品質又は数量がこれらについて定める契約の

内容に適合するかどうかの検査の効率的な実施その他の運転者の荷役等を省力化す

る措置 

 ５ 前項の規定により第二種荷主が短縮すべき荷待ち時間等は、荷待ち時間にあっては

次に掲げる施設又はその周辺の場所におけるものに、荷役等時間にあっては次に掲げ

る施設におけるものに限られるものとする。 

  一 当該第二種荷主が管理する施設 

  二 当該第二種荷主との間で当該貨物に係る寄託契約を締結した者が管理する施設 

  （荷主の判断の基準となるべき事項） 

 第三十八条 荷主の行う事業を所管する大臣（以下「荷主事業所管大臣」という。）は、

基本方針に基づき、主務省令で、前条第一項及び第四項に規定する措置に関し、荷主

の判断の基準となるべき事項を定めるものとする。 

 ２ 前項に規定する判断の基準となるべき事項は、運転者の荷待ち時間等及び運転者一

人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の状況その他の事情を勘案して定めるものと

し、これらの事情の変動に応じて必要な改定をするものとする。 

  （指導及び助言） 

 第三十九条 荷主事業所管大臣は、荷主の第三十七条第一項又は第四項に規定する措置

の適確な実施を確保するため必要があると認めるときは、当該荷主に対し、前条第一

項に規定する判断の基準となるべき事項を勘案して、当該措置の実施について必要な

指導及び助言をすることができる。 

  （国土交通大臣の意見） 

 第四十条 国土交通大臣は、貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転

者の運送及び荷役等の効率化を図るため特に必要があると認めるときは、前条の規定

の運用に関し、荷主事業所管大臣に意見を述べることができる。 

     第四節 貨物自動車関連事業者に係る措置 

  （貨物自動車関連事業者の努力義務） 

 第四十一条 倉庫業者は、自ら管理する施設又はその周辺における運転者の荷待ち時間



及び当該施設における運転者の荷役等時間の短縮を図るため、次に掲げる措置を講ず

るよう努めなければならない。 

  一 第一種荷主から寄託を受けた貨物の受渡しを行う日及び時刻を運転者に伝達する

に当たっては、当該第一種荷主が決定した貨物の受渡しを行うべき時間帯における

当該施設の状況を考慮して、停留場所の数その他の条件により定まる荷役をするこ

とができる車両台数を上回り一時に多数の貨物自動車が集貨又は配達を行うべき場

所に到着しないようにすること。 

  二 第二種荷主から寄託を受けた貨物の受渡しを行う日及び時刻を運転者に伝達する

に当たっては、当該第二種荷主が指示した貨物の受渡しを行うべき時間帯における

当該施設の状況を考慮して、停留場所の数その他の条件により定まる荷役をするこ

とができる車両台数を上回り一時に多数の貨物自動車が集貨又は配達を行うべき場

所に到着しないようにすること。 

  三 運転者に荷役等を行わせる場合にあっては、荷役等に係る停留場所の拡張、荷役

等に先行する貨物の搬出又は荷役等に後続する貨物の搬入の迅速な実施その他の運

転者が行う荷役等の円滑な実施を図るための措置 

 ２ 倉庫業者以外の貨物自動車関連事業者（第四十三条第二項において「貨物自動車関

連輸送事業者」という。）は、自ら管理する施設における運転者の荷役等時間の短縮

を図るため、前項第三号に掲げる措置を講ずるよう努めなければならない。 

  （貨物自動車関連事業者の判断の基準となるべき事項） 

 第四十二条 国土交通大臣は、基本方針に基づき、国土交通省令で、前条に規定する措

置に関し、貨物自動車関連事業者の判断の基準となるべき事項を定めるものとする。 

 ２ 前項に規定する判断の基準となるべき事項は、運転者の荷待ち時間等の状況その他

の事情を勘案して定めるものとし、これらの事情の変動に応じて必要な改定をするも

のとする。 

  （指導及び助言） 

 第四十三条 国土交通大臣は、倉庫業者の第四十一条第一項に規定する措置の適確な実

施を確保するため必要があると認めるときは、当該倉庫業者に対し、前条第一項に規

定する判断の基準となるべき事項を勘案して、当該措置の実施について必要な指導及

び助言をすることができる。 

 ２ 国土交通大臣は、貨物自動車関連輸送事業者の第四十一条第二項に規定する措置の

適確な実施を確保するため必要があると認めるときは、当該貨物自動車関連輸送事業

者に対し、前条第一項に規定する判断の基準となるべき事項を勘案して、当該措置の

実施について必要な指導及び助言をすることができる。 

     第五節 貨物自動車運送事業者に係る特別の措置等 

      第一款 第一種荷主との間で運送契約を締結する場合における貨物自動車運

送事業者及び貨物利用運送事業者に係る特別の措置 



 第四十四条 第一種荷主との間で運送契約を締結する貨物自動車運送事業者は、当該第

一種荷主から引き受けた貨物の運送について他の貨物自動車運送事業者の行う運送

（貨物自動車を使用しないで貨物の運送を行わせることを内容とする契約によるもの

を除く。）を利用する場合は、その利用する運送に係る貨物について当該第一種荷主

からその実施する第三十七条第一項に規定する措置に関し協力を求められたときは、

その求めに応ずるよう努めなければならない。 

 ２ 第一種荷主との間で運送契約を締結する貨物利用運送事業者は、当該第一種荷主か

ら引き受けた貨物の運送について貨物自動車運送事業者又は他の貨物利用運送事業者

の行う運送（貨物自動車を使用しないで貨物の運送を行わせることを内容とする契約

によるものを除く。）を利用する場合は、その利用する運送に係る貨物について当該

第一種荷主からその実施する第三十七条第一項に規定する措置に関し協力を求められ

たときは、その求めに応ずるよう努めなければならない。 

      第二款 連鎖化事業者に係る措置 

  （連鎖化事業者の努力義務） 

 第四十五条 定型的な約款による契約に基づき、特定の商標、商号その他の表示を使用

させ、商品の販売又は役務の提供に関する方法を指定し、かつ、継続的に経営に関す

る指導を行う事業を行う者であって、当該契約に基づき、当該契約の相手方（以下こ

の条において「連鎖対象者」という。）と運転者との間の貨物の受渡しの日及び時刻

又は時間帯を運転者に指示することができるもの（以下「連鎖化事業者」という。）

は、当該連鎖対象者が取り扱う貨物（当該連鎖対象者が貨物自動車運送事業者又は貨

物利用運送事業者に運送を委託するもの並びに当該連鎖化事業者が当該契約に基づき

受渡しの日又は時刻及び時間帯を運転者に指示することができないものを除く。以下

この款において同じ。）について、当該連鎖対象者が運転者から受け取り、又は他の

者をして運転者から受け取らせる場合には、当該貨物を運送する運転者の荷待ち時間

の短縮及び運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加を図るため、次に

掲げる措置を講ずるよう努めなければならない。 

  一 貨物の受渡しを行う日及び時刻又は時間帯を運転者に指示するに当たっては、停

留場所の数その他の条件により定まる荷役をすることができる車両台数を上回り一

時に多数の貨物自動車が集貨又は配達を行うべき場所に到着しないようにすること。 

  二 第一種荷主が第三十七条第一項第一号に掲げる措置を円滑に実施するため貨物の

受渡しを行う日及び時刻又は時間帯について協議したい旨を申し出た場合にあって

は、これに応じて、必要な協力を行うこと。 

 ２ 前項の規定により連鎖化事業者が短縮すべき荷待ち時間は、次に掲げる施設又はそ

の周辺の場所におけるものに限られるものとする。 

  一 当該連鎖対象者が管理する施設 

  二 当該連鎖対象者との間で当該貨物に係る寄託契約を締結した者が管理する施設 



  （連鎖化事業者の判断の基準となるべき事項） 

 第四十六条 連鎖化事業者の行う事業を所管する大臣（以下「連鎖化事業所管大臣」と

いう。）は、基本方針に基づき、主務省令で、前条第一項に規定する措置に関し、連

鎖化事業者の判断の基準となるべき事項を定めるものとする。 

 ２ 前項に規定する判断の基準となるべき事項は、運転者の荷待ち時間及び運転者一人

当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の状況その他の事情を勘案して定めるものとし、

これらの事情の変動に応じて必要な改定をするものとする。 

  （指導及び助言） 

 第四十七条 連鎖化事業所管大臣は、連鎖化事業者の第四十五条第一項に規定する措置

の適確な実施を確保するため必要があると認めるときは、当該連鎖化事業者に対し、

前条第一項に規定する判断の基準となるべき事項を勘案して、当該措置の実施につい

て必要な指導及び助言をすることができる。 

  （国土交通大臣の意見） 

 第四十八条 国土交通大臣は、貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運

転者の運送の効率化を図るため特に必要があると認めるときは、前条の規定の運用に

関し、連鎖化事業所管大臣に意見を述べることができる。 

     第六節 雑則 

 第四十九条 国は、貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送

及び荷役等の効率化のために必要があると認めるときは、第三十五条第一項、第三十

八条第一項、第四十二条第一項及び第四十六条第一項に規定する判断の基準となるべ

き事項について調査を行い、その結果を公表するものとする。 

    第四章 雑則 

  第二十五条を第二十八条とし、同条の次に次の節名を付する。 

     第四節 雑則 

  第二十四条を第二十七条とし、第二十一条から第二十三条までを三条ずつ繰り下げる。 

  第二十条の二第一項第一号中「資金の」の下に「出資及び」を加え、同条を第二十三

条とする。 

  第二十条第二項の表第十八条第一項の項中「流通業務の総合化及び効率化の促進に関

する法律」を「物資の流通の効率化に関する法律」に、「流通業務総合効率化促進法」

を「物資流通効率化法」に、「第二十条第一項第一号」を「第二十二条第一項第一号」

に改め、同表第十九条第一項の項中「流通業務総合効率化促進法第二十条第一項第一

号」を「物資流通効率化法第二十二条第一項第一号」に改め、同表第二十三条第一項、

第二十四条及び第二十五条第一項第一号の項中「流通業務総合効率化促進法第二十条第

一項各号」を「物資流通効率化法第二十二条第一項各号」に改め、同表第二十五条第一

項第三号の項中「流通業務総合効率化促進法」を「物資流通効率化法」に改め、同表第

三十二条第二号の項及び第三十二条第三号の項中「流通業務総合効率化促進法第二十条



第二項」を「物資流通効率化法第二十二条第二項」に改め、同条を第二十二条とし、第

十九条を第二十一条とする。 

  第十八条第一項の表第三条第一項の項中「流通業務の総合化及び効率化の促進に関す

る法律」を「物資の流通の効率化に関する法律」に、「第十八条第一項」を「第二十条

第一項」に改め、同条を第二十条とする。 

  第十七条を削る。 

  第十六条第一項中「第四条第一項」を「第六条第一項」に改め、同条第二項中「第五

条第一項」を「第七条第一項」に改め、同条を第十八条とし、同条の次に次の一条を加

える。 

  （港湾法の特例） 

 第十九条 港湾法第三十八条の二第一項の規定は、認定総合効率化事業者が認定総合効

率化計画（第六条第三項各号に掲げる事項が記載されたものに限る。第二十四条にお

いて「特定認定総合効率化計画」という。）に従って同法第三十八条の二第一項の規

定による届出を要する行為をする場合については、適用しない。 

  第十五条第一項中「第四条第一項」を「第六条第一項」に改め、同条第二項中「第五

条第一項」を「第七条第一項」に改め、同条を第十七条とする。 

  第十四条第一項中「第四条第一項」を「第六条第一項」に改め、同条第二項中「第五

条第一項」を「第七条第一項」に改め、同条を第十六条とする。 

  第十三条第一項中「第四条第一項」を「第六条第一項」に改め、同条第二項中「第五

条第一項」を「第七条第一項」に改め、同条を第十五条とする。 

  第十二条第一項中「第四条第一項」を「第六条第一項」に改め、同条第二項中「第五

条第一項」を「第七条第一項」に改め、同条を第十四条とする。 

  第十一条第一項中「第四条第一項」を「第六条第一項」に改め、同条第二項中「第五

条第一項」を「第七条第一項」に改め、同条を第十三条とする。 

  第十条の前の見出しを削り、同条第一項中「第四条第一項」を「第六条第一項」に改

め、同条第二項中「第五条第一項」を「第七条第一項」に改め、同条を第十二条とし、

同条の前に見出しとして「（貨物自動車運送事業法の特例）」を付する。 

  第九条第一項中「第四条第一項」を「第六条第一項」に改め、同条第二項中「第五条

第一項」を「第七条第一項」に改め、同条第四項中「をいう」の下に「。第三十条第八

号において同じ」を加え、同条を第十一条とする。 

  第八条の前の見出しを削り、同条第一項中「第四条第一項」を「第六条第一項」に改

め、同条第二項中「第五条第一項」を「第七条第一項」に改め、同条第四項中「をい

う」の下に「。第三十条第八号において同じ」を加え、同条を第十条とし、同条の前に

見出しとして「（貨物利用運送事業法の特例）」を付する。 

  第七条第一項及び第二項中「第四条第四項第十二号」を「第六条第四項第十二号」に

改め、同条第三項中「第四条（第五条第四項」を「第六条（第七条第四項」に、「第四



条第四項」を「第六条第四項」に改め、同条を第九条とし、同条の次に次の節名を付す

る。 

     第三節 流通業務総合効率化事業の促進 

  第六条を第八条とし、第五条を第七条とする。 

  第四条第三項第一号中「及び規模」を「並びに規模、構造及び設備」に改め、同条第

七項から第十一項までの規定中「、あらかじめ」を削り、同条を第六条とする。 

  第三条に見出しとして「（基本方針）」を付し、同条第一項中「以下」の下に「この

章において」を加え、同条を第五条とし、同条の次に次の節名を付する。 

     第二節 総合効率化計画の認定等 

  第二条中「この法律」を「この章」に改め、同条第一号中「輸送」を「輸送、荷役」

に、「係る業務」を「関する行為であって、業として行われるもの」に改め、同条第二

号中「輸送、」を「輸送、荷役、」に改め、同条第五号中「第六条第一項」を「第八条

第一項」に改め、同条を第四条とする。 

  第一条の次に次の二条、章名及び節名を加える。 

  （基本理念） 

 第二条 物資の流通の効率化のための取組は、次に掲げる事項を基本理念として行われ

なければならない。 

  一 物資の流通は我が国における国民生活及び経済活動の基盤であることに鑑み、そ

の担い手の確保に支障が生ずる状況にあっても、将来にわたって必要な物資が必要

なときに確実に運送されることを旨とすること。 

  二 物資の流通は物資の生産及び製造の過程と密接に関連し、かつ、多様な主体によ

り担われていることに鑑み、物資の生産又は製造を行う者、物資の流通の担い手そ

の他の関係者が相互に連携を図ることにより、その取組の効果を一層高めることを

旨とすること。 

  三 物資の流通の過程において二酸化炭素の排出等による環境への負荷が生じている

ことに鑑み、当該負荷の低減を図ることにより、地球温暖化対策の推進に関する法

律（平成十年法律第百十七号）第二条の二に規定する脱炭素社会の実現に寄与する

ことを旨とすること。 

  （国の責務） 

 第三条 国は、前条の基本理念にのっとり、物資の流通の効率化に関する総合的な施策

を策定し、及びこれを実施する責務を有する。 

    第二章 流通業務の総合化及び効率化 

     第一節 総則 

 （物資の流通の効率化に関する法律の一部改正） 

第二条 物資の流通の効率化に関する法律（平成十七年法律第八十五号）の一部を次のよ

うに改正する。 



  目次中「第三十六条」を「第四十一条」に、「第三十七条－第四十条」を「第四十二

条－第五十一条」に、「第四十一条－第四十三条」を「第五十二条－第五十九条」に、

「第四十四条」を「第六十条」に、「第四十五条－第四十八条」を「第六十一条－第七

十条」に、「第四十九条」を「第七十一条」に、「第五十条－第五十二条」を「第七十

二条－第七十四条」に、「第五十三条・第五十四条」を「第七十五条－第八十条」に改

める。 

  第三十条第九号イ中「ロにおいて」を「ロ及び第四十五条第五項において」に、「第

三十七条第四項」を「第四十二条第四項」に改める。 

  第五十四条を第七十九条とし、同条の前に次の一条を加える。 

 第七十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、そ

の法人又は人の業務に関し、前三条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、

その法人又は人に対して各本条の刑を科する。 

  第五十三条第二項を削り、同条を第七十七条とし、第五章中同条の前に次の二条を加

える。 

 第七十五条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、百万

円以下の罰金に処する。 

  一 第四十条第三項、第四十九条第三項、第五十八条第三項又は第六十八条第三項の

規定による命令に違反したとき。 

  二 第四十七条第一項又は第六十六条第一項の規定に違反したとき。 

 第七十六条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、五十

万円以下の罰金に処する。 

  一 第三十七条第二項、第四十五条第二項若しくは第六項、第五十五条第二項若しく

は第六十四条第二項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 

  二 第三十八条、第四十六条、第五十六条又は第六十五条の規定による提出をしなか

ったとき。 

  三 第三十九条、第四十八条、第五十七条若しくは第六十七条の規定による報告をせ

ず、又は虚偽の報告をしたとき。 

  四 第四十一条第一項若しくは第二項、第五十条第一項若しくは第二項、第五十九条

第一項若しくは第二項若しくは第六十九条第一項若しくは第二項の規定による報告

をせず、若しくは虚偽の報告をし、又はこれらの規定による検査を拒み、妨げ、若

しくは忌避したとき。 

  第四章中第五十二条を第七十四条とし、第五十一条を第七十三条とし、第五十条を第

七十二条とする。 

  第四十九条中「第三十八条第一項、第四十二条第一項及び第四十六条第一項」を「第

四十三条第一項、第五十三条第一項及び第六十二条第一項」に改め、第三章第六節中同

条を第七十一条とする。 



  第四十八条中「前条」を「第六十三条及び第六十八条」に改め、第三章第五節第二款

中同条を第七十条とする。 

  第四十七条中「第四十五条第一項」を「第六十一条第一項」に改め、同条を第六十三

条とし、同条の次に次の六条を加える。 

  （特定連鎖化事業者の指定） 

 第六十四条 連鎖化事業所管大臣は、連鎖化事業者のうち、次に掲げる貨物について政

令で定めるところにより算定した年度の貨物の合計の重量が政令で定める重量（次項

及び第三項第二号において「基準重量」という。）以上であるものを、運転者の荷待

ち時間の短縮及び運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加に特に寄与

する必要がある者として指定するものとする。 

  一 当該連鎖化事業者の連鎖対象者が運転者から受け取る貨物 

  二 当該連鎖化事業者の連鎖対象者が他の者をして運転者から受け取らせる貨物 

 ２ 連鎖化事業者は、前項各号に掲げる貨物の重量について、同項の政令で定めるとこ

ろにより算定した前年度の貨物の合計の重量が基準重量以上であるときは、主務省令

で定めるところにより、当該連鎖化事業者の連鎖対象者の貨物の受渡しの状況に関し、

主務省令で定める事項を連鎖化事業所管大臣に届け出なければならない。ただし、同

項の規定により指定された連鎖化事業者（以下「特定連鎖化事業者」という。）であ

るときは、この限りでない。 

 ３ 特定連鎖化事業者は、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じたときは、主務省令

で定めるところにより、連鎖化事業所管大臣に、第一項の規定による指定を取り消す

べき旨の申出をすることができる。 

  一 連鎖化事業者に該当しなくなったとき。 

  二 第一項各号に掲げる貨物の重量について、同項の政令で定めるところにより算定

した年度の貨物の合計の重量が基準重量を下回った場合において、同項の政令で定

めるところにより算定する年度の貨物の合計の重量が再び当該基準重量以上となる

ことがないと明らかに認められるとき。 

 ４ 連鎖化事業所管大臣は、前項の申出があった場合において、その申出に理由がある

と認めるときは、遅滞なく、第一項の規定による指定を取り消すものとする。前項の

申出がない場合において、同項各号に掲げる事由のいずれかが生じたと認められると

きも、同様とする。 

  （中長期的な計画の作成） 

 第六十五条 特定連鎖化事業者は、主務省令で定めるところにより、定期に、第六十二

条第一項に規定する判断の基準となるべき事項を踏まえ、第六十一条第一項に規定す

る措置の実施に関する中長期的な計画を作成し、連鎖化事業所管大臣に提出しなけれ

ばならない。 

  （物流統括管理者の選任） 



 第六十六条 特定連鎖化事業者は、第六十四条第一項の規定による指定を受けた後、速

やかに、主務省令で定めるところにより、次に掲げる業務を統括管理する者（以下こ

の条において「物流統括管理者」という。）を選任しなければならない。 

  一 前条の中長期的な計画の作成 

  二 当該特定連鎖化事業者の連鎖対象者の事業に係る貨物の運送を行う運転者への負

荷を低減し、及び輸送される物資の貨物自動車への過度の集中を是正するための事

業の運営方針の作成及び事業の管理体制の整備に関する業務 

  三 その他運転者の運送の効率化のために必要な業務として主務省令で定める業務 

 ２ 物流統括管理者は、特定連鎖化事業者が行う事業運営上の重要な決定に参画する管

理的地位にある者をもって充てなければならない。 

 ３ 特定連鎖化事業者は、第一項の規定により物流統括管理者を選任したときは、主務

省令で定めるところにより、遅滞なく、その氏名及び役職を連鎖化事業所管大臣に届

け出なければならない。これを解任したときも、同様とする。 

  （定期の報告） 

 第六十七条 特定連鎖化事業者は、第六十四条第一項の規定による指定を受けた日の属

する年度の翌年度以降、毎年度、主務省令で定めるところにより、第六十一条第一項

に規定する措置の実施の状況に関し、主務省令で定める事項を連鎖化事業所管大臣に

報告しなければならない。 

  （勧告及び命令） 

 第六十八条 連鎖化事業所管大臣は、特定連鎖化事業者の第六十一条第一項に規定する

措置の実施に関する状況が、第六十二条第一項に規定する判断の基準となるべき事項

に照らして著しく不十分であると認めるときは、当該特定連鎖化事業者に対し、その

判断の根拠を示して、当該措置をとるべき旨の勧告をすることができる。 

 ２ 連鎖化事業所管大臣は、前項の勧告を受けた特定連鎖化事業者がその勧告に従わな

かったときは、その旨を公表することができる。 

 ３ 連鎖化事業所管大臣は、第一項の勧告を受けた特定連鎖化事業者が、正当な理由が

なくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、政令で定める審議会等の意見を聴

いて、当該特定連鎖化事業者に対し、当該措置をとるべきことを命ずることができる。 

  （報告徴収及び立入検査） 

 第六十九条 連鎖化事業所管大臣は、第六十四条第一項の規定による指定及び同条第四

項の規定による指定の取消しを行うために必要な限度において、連鎖化事業者に対し、

その連鎖対象者の貨物の受渡しの状況に関し報告をさせ、又はその職員に、連鎖化事

業者の事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させること

ができる。 

 ２ 連鎖化事業所管大臣は、前条第一項及び第三項の規定の施行に必要な限度において、

特定連鎖化事業者に対し、第六十一条第一項に規定する措置の実施の状況に関し報告



をさせ、又はその職員に、特定連鎖化事業者若しくは当該特定連鎖化事業者の連鎖対

象者の事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させること

ができる。ただし、当該連鎖対象者の事務所その他の事業場に立ち入る場合において

は、あらかじめ、当該連鎖対象者の承諾を得なければならない。 

 ３ 前二項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係

人に提示しなければならない。 

 ４ 第一項及び第二項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたも

のと解釈してはならない。 

  第四十六条を第六十二条とする。 

  第四十五条第一項中「この条において」を削り、同項第二号中「第三十七条第一項第

一号」を「第四十二条第一項第一号」に改め、同条を第六十一条とする。 

  第四十四条中「第三十七条第一項」を「第四十二条第一項」に改め、第三章第五節第

一款中同条を第六十条とする。 

  第四十三条第一項中「第四十一条第一項」を「第五十二条第一項」に改め、同条第二

項中「第四十一条第二項」を「第五十二条第二項」に改め、第三章第四節中同条を第五

十四条とし、同条の次に次の五条を加える。 

  （特定倉庫業者の指定） 

 第五十五条 国土交通大臣は、倉庫業者のうち、政令で定めるところにより算定した年

度の貨物の保管量が政令で定める保管量（次項及び第三項第二号において「基準保管

量」という。）以上であるものを、運転者の荷待ち時間等の短縮に特に寄与する必要

がある者として指定するものとする。 

 ２ 倉庫業者は、前項の政令で定めるところにより算定した前年度の貨物の保管量が基

準保管量以上であるときは、国土交通省令で定めるところにより、貨物の保管量の状

況に関し、国土交通省令で定める事項を国土交通大臣に届け出なければならない。た

だし、同項の規定により指定された倉庫業者（以下「特定倉庫業者」という。）であ

るときは、この限りでない。 

 ３ 特定倉庫業者は、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じたときは、国土交通省令

で定めるところにより、国土交通大臣に、第一項の規定による指定を取り消すべき旨

の申出をすることができる。 

  一 貨物の保管の事業を行わなくなったとき。 

  二 第一項の政令で定めるところにより算定した年度の貨物の保管量が基準保管量を

下回った場合において、同項の政令で定めるところにより算定する年度の貨物の保

管量が再び当該基準保管量以上となることがないと明らかに認められるとき。 

 ４ 国土交通大臣は、前項の申出があった場合において、その申出に理由があると認め

るときは、遅滞なく、第一項の規定による指定を取り消すものとする。前項の申出が

ない場合において、同項各号に掲げる事由のいずれかが生じたと認められるときも、



同様とする。 

  （中長期的な計画の作成） 

 第五十六条 特定倉庫業者は、国土交通省令で定めるところにより、定期に、第五十三

条第一項に規定する判断の基準となるべき事項を踏まえ、第五十二条第一項に規定す

る措置の実施に関する中長期的な計画を作成し、国土交通大臣に提出しなければなら

ない。 

  （定期の報告） 

 第五十七条 特定倉庫業者は、第五十五条第一項の規定による指定を受けた日の属する

年度の翌年度以降、毎年度、国土交通省令で定めるところにより、第五十二条第一項

に規定する措置の実施の状況に関し、国土交通省令で定める事項を国土交通大臣に報

告しなければならない。 

  （勧告及び命令） 

 第五十八条 国土交通大臣は、特定倉庫業者の第五十二条第一項に規定する措置の実施

に関する状況が、第五十三条第一項に規定する判断の基準となるべき事項に照らして

著しく不十分であると認めるときは、当該特定倉庫業者に対し、その判断の根拠を示

して、当該措置をとるべき旨の勧告をすることができる。 

 ２ 国土交通大臣は、前項の勧告を受けた特定倉庫業者がその勧告に従わなかったとき

は、その旨を公表することができる。 

 ３ 国土交通大臣は、第一項の勧告を受けた特定倉庫業者が、正当な理由がなくてその

勧告に係る措置をとらなかったときは、運輸審議会の意見を聴いて、当該特定倉庫業

者に対し、当該措置をとるべきことを命ずることができる。 

  （報告徴収及び立入検査） 

 第五十九条 国土交通大臣は、第五十五条第一項の規定による指定及び同条第四項の規

定による指定の取消しを行うために必要な限度において、倉庫業者に対し、その貨物

の保管量の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、倉庫業者の事務所その他の事業

場に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 

 ２ 国土交通大臣は、前条第一項及び第三項の規定の施行に必要な限度において、特定

倉庫業者に対し、第五十二条第一項に規定する措置の実施の状況に関し報告をさせ、

又はその職員に、特定倉庫業者の事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿、書類その

他の物件を検査させることができる。 

 ３ 前二項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係

人に提示しなければならない。 

 ４ 第一項及び第二項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたも

のと解釈してはならない。 

  第四十二条を第五十三条とする。 

  第四十一条第二項中「第四十三条第二項」を「第五十四条第二項」に改め、同条を第



五十二条とする。 

  第四十条中「前条」を「第四十四条及び第四十九条」に改め、第三章第三節中同条を

第五十一条とする。 

  第三十九条中「第三十七条第一項」を「第四十二条第一項」に改め、同条を第四十四

条とし、同条の次に次の六条を加える。 

  （特定荷主の指定） 

 第四十五条 荷主事業所管大臣は、第一種荷主のうち、貨物自動車運送事業者又は貨物

利用運送事業者に運送（貨物自動車を使用しないで貨物の運送を行わせることを内容

とする契約によるものを除く。次項及び第三項第二号において同じ。）を行わせた貨

物について政令で定めるところにより算定した年度の貨物の合計の重量が政令で定め

る重量（次項及び第三項第二号において「基準重量」という。）以上であるものを、

運転者の荷待ち時間等の短縮及び運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の

増加に特に寄与する必要がある者として指定するものとする。 

 ２ 第一種荷主は、貨物自動車運送事業者又は貨物利用運送事業者に運送を行わせた貨

物の重量について、前項の政令で定めるところにより算定した前年度の貨物の合計の

重量が基準重量以上であるときは、主務省令で定めるところにより、貨物の運送の委

託の状況に関し、主務省令で定める事項を荷主事業所管大臣に届け出なければならな

い。ただし、同項の規定により指定された第一種荷主（以下「特定第一種荷主」とい

う。）であるときは、この限りでない。 

 ３ 特定第一種荷主は、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じたときは、主務省令で

定めるところにより、荷主事業所管大臣に、第一項の規定による指定を取り消すべき

旨の申出をすることができる。 

  一 第一種荷主に該当しなくなったとき。 

  二 貨物自動車運送事業者又は貨物利用運送事業者に運送を行わせた貨物の重量につ

いて、第一項の政令で定めるところにより算定した年度の貨物の合計の重量が基準

重量を下回った場合において、同項の政令で定めるところにより算定する年度の貨

物の合計の重量が再び当該基準重量以上となることがないと明らかに認められると

き。 

 ４ 荷主事業所管大臣は、前項の申出があった場合において、その申出に理由があると

認めるときは、遅滞なく、第一項の規定による指定を取り消すものとする。前項の申

出がない場合において、同項各号に掲げる事由のいずれかが生じたと認められるとき

も、同様とする。 

 ５ 荷主事業所管大臣は、第二種荷主のうち、次に掲げる貨物（当該第二種荷主が貨物

自動車運送事業者又は貨物利用運送事業者に運送を委託するもの並びに当該第二種荷

主が貨物の受渡しを行う日又は時刻及び時間帯を運転者に指示することができないも

のを除く。次項及び第七項第二号において同じ。）について政令で定めるところによ



り算定した年度の貨物の合計の重量が政令で定める重量（次項及び第七項第二号にお

いて「基準重量」という。）以上であるものを、運転者の荷待ち時間等の短縮及び運

転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加に特に寄与する必要がある者と

して指定するものとする。 

  一 自らの事業に関して、運転者から受け取る貨物 

  二 自らの事業に関して、他の者をして運転者から受け取らせる貨物 

  三 自らの事業に関して、運転者に引き渡す貨物 

  四 自らの事業に関して、他の者をして運転者に引き渡させる貨物 

 ６ 第二種荷主は、前項各号に掲げる貨物について、同項の政令で定めるところにより

算定した前年度の貨物の合計の重量が基準重量以上であるときは、主務省令で定める

ところにより、貨物の受渡しの状況に関し、主務省令で定める事項を荷主事業所管大

臣に届け出なければならない。ただし、同項の規定により指定された第二種荷主（以

下「特定第二種荷主」という。）であるときは、この限りでない。 

 ７ 特定第二種荷主は、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じたときは、主務省令で

定めるところにより、荷主事業所管大臣に、第五項の規定による指定を取り消すべき

旨の申出をすることができる。 

  一 第二種荷主に該当しなくなったとき。 

  二 第五項各号に掲げる貨物の重量について、同項の政令で定めるところにより算定

した年度の貨物の合計の重量が基準重量を下回った場合において、同項の政令で定

めるところにより算定する年度の貨物の合計の重量が再び当該基準重量以上となる

ことがないと明らかに認められるとき。 

 ８ 荷主事業所管大臣は、前項の申出があった場合において、その申出に理由があると

認めるときは、遅滞なく、第五項の規定による指定を取り消すものとする。前項の申

出がない場合において、同項各号に掲げる事由のいずれかが生じたと認められるとき

も、同様とする。 

  （中長期的な計画の作成） 

 第四十六条 特定第一種荷主及び特定第二種荷主（以下「特定荷主」という。）は、主

務省令で定めるところにより、定期に、第四十三条第一項に規定する判断の基準とな

るべき事項を踏まえ、第四十二条第一項又は第四項に規定する措置の実施に関する中

長期的な計画を作成し、荷主事業所管大臣に提出しなければならない。 

  （物流統括管理者の選任） 

 第四十七条 特定荷主は、第四十五条第一項又は第五項の規定による指定を受けた後、

速やかに、主務省令で定めるところにより、次に掲げる業務を統括管理する者（以下

この条において「物流統括管理者」という。）を選任しなければならない。 

  一 前条の中長期的な計画の作成 

  二 自らの事業に係る貨物の運送を行う運転者への負荷を低減し、及び輸送される物



資の貨物自動車への過度の集中を是正するための事業の運営方針の作成及び事業の

管理体制の整備に関する業務 

  三 その他運転者の運送及び荷役等の効率化のために必要な業務として主務省令で定

める業務 

 ２ 物流統括管理者は、特定荷主が行う事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位

にある者をもって充てなければならない。 

 ３ 特定荷主は、第一項の規定により物流統括管理者を選任したときは、主務省令で定

めるところにより、遅滞なく、その氏名及び役職を荷主事業所管大臣に届け出なけれ

ばならない。これを解任したときも、同様とする。 

  （定期の報告） 

 第四十八条 特定荷主は、第四十五条第一項又は第五項の規定による指定を受けた日の

属する年度の翌年度以降、毎年度、主務省令で定めるところにより、第四十二条第一

項又は第四項に規定する措置の実施の状況に関し、主務省令で定める事項を荷主事業

所管大臣に報告しなければならない。 

  （勧告及び命令） 

 第四十九条 荷主事業所管大臣は、特定荷主の第四十二条第一項又は第四項に規定する

措置の実施に関する状況が、第四十三条第一項に規定する判断の基準となるべき事項

に照らして著しく不十分であると認めるときは、当該特定荷主に対し、その判断の根

拠を示して、当該措置をとるべき旨の勧告をすることができる。 

 ２ 荷主事業所管大臣は、前項の勧告を受けた特定荷主がその勧告に従わなかったとき

は、その旨を公表することができる。 

 ３ 荷主事業所管大臣は、第一項の勧告を受けた特定荷主が、正当な理由がなくてその

勧告に係る措置をとらなかったときは、政令で定める審議会等（国家行政組織法（昭

和二十三年法律第百二十号）第八条に規定する機関をいう。第六十八条第三項におい

て同じ。）の意見を聴いて、当該特定荷主に対し、当該措置をとるべきことを命ずる

ことができる。 

  （報告徴収及び立入検査） 

 第五十条 荷主事業所管大臣は、第四十五条第一項及び第五項の規定による指定並びに

同条第四項及び第八項の規定による指定の取消しを行うために必要な限度において、

荷主に対し、その貨物の運送の委託若しくは受渡しの状況に関し報告をさせ、又はそ

の職員に、荷主の事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査

させることができる。 

 ２ 荷主事業所管大臣は、前条第一項及び第三項の規定の施行に必要な限度において、

特定荷主に対し、第四十二条第一項若しくは第四項に規定する措置の実施の状況に関

し報告をさせ、又はその職員に、特定荷主の事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿、

書類その他の物件を検査させることができる。 



 ３ 前二項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係

人に提示しなければならない。 

 ４ 第一項及び第二項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたも

のと解釈してはならない。 

  第三十八条を第四十三条とし、第三十七条を第四十二条とする。 

  第三章第二節中第三十六条の次に次の五条を加える。 

  （特定貨物自動車運送事業者等の指定） 

 第三十七条 国土交通大臣は、貨物自動車運送事業者等のうち、政令で定めるところに

より算定した年度の輸送能力が政令で定める輸送能力（次項及び第三項第二号におい

て「基準能力」という。）以上であるものを、その雇用する運転者一人当たりの一回

の運送ごとの貨物の重量を特に増加させる必要がある者として指定するものとする。 

 ２ 貨物自動車運送事業者等は、前項の政令で定めるところにより算定した前年度の輸

送能力が基準能力以上であるときは、国土交通省令で定めるところにより、その輸送

能力に関し、国土交通省令で定める事項を国土交通大臣に届け出なければならない。

ただし、同項の規定により指定された貨物自動車運送事業者等（以下「特定貨物自動

車運送事業者等」という。）であるときは、この限りでない。 

 ３ 特定貨物自動車運送事業者等は、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じたときは、

国土交通省令で定めるところにより、国土交通大臣に、第一項の規定による指定を取

り消すべき旨の申出をすることができる。 

  一 貨物自動車を用いた貨物の運送の事業を行わなくなったとき。 

  二 第一項の政令で定めるところにより算定した年度の輸送能力が基準能力を下回っ

た場合において、同項の政令で定めるところにより算定する年度の輸送能力が再び

当該基準能力以上となることがないと明らかに認められるとき。 

 ４ 国土交通大臣は、前項の申出があった場合において、その申出に理由があると認め

るときは、遅滞なく、第一項の規定による指定を取り消すものとする。前項の申出が

ない場合において、同項各号に掲げる事由のいずれかが生じたと認められるときも、

同様とする。 

  （中長期的な計画の作成） 

 第三十八条 特定貨物自動車運送事業者等は、国土交通省令で定めるところにより、定

期に、第三十五条第一項に規定する判断の基準となるべき事項を踏まえ、第三十四条

に規定する措置の実施に関する中長期的な計画を作成し、国土交通大臣に提出しなけ

ればならない。 

  （定期の報告） 

 第三十九条 特定貨物自動車運送事業者等は、第三十七条第一項の規定による指定を受

けた日の属する年度の翌年度以降、毎年度、国土交通省令で定めるところにより、第

三十四条に規定する措置の実施の状況に関し、国土交通省令で定める事項を国土交通



大臣に報告しなければならない。 

  （勧告及び命令） 

 第四十条 国土交通大臣は、特定貨物自動車運送事業者等の第三十四条に規定する措置

の実施に関する状況が、第三十五条第一項に規定する判断の基準となるべき事項に照

らして著しく不十分であると認めるときは、当該特定貨物自動車運送事業者等に対し、

その判断の根拠を示して、当該措置をとるべき旨の勧告をすることができる。 

 ２ 国土交通大臣は、前項の勧告を受けた特定貨物自動車運送事業者等がその勧告に従

わなかったときは、その旨を公表することができる。 

 ３ 国土交通大臣は、第一項の勧告を受けた特定貨物自動車運送事業者等が、正当な理

由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、運輸審議会の意見を聴いて、

当該特定貨物自動車運送事業者等に対し、当該措置をとるべきことを命ずることがで

きる。 

  （報告徴収及び立入検査） 

 第四十一条 国土交通大臣は、第三十七条第一項の規定による指定及び同条第四項の規

定による指定の取消しを行うために必要な限度において、貨物自動車運送事業者等に

対し、その輸送能力の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、貨物自動車運送事業

者等の事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させること

ができる。 

 ２ 国土交通大臣は、前条第一項及び第三項の規定の施行に必要な限度において、特定

貨物自動車運送事業者等に対し、第三十四条に規定する措置の実施の状況に関し報告

をさせ、又はその職員に、特定貨物自動車運送事業者等の事務所その他の事業場に立

ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 

 ３ 前二項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係

人に提示しなければならない。 

 ４ 第一項及び第二項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたも

のと解釈してはならない。 

  本則に次の一条を加える。 

 第八十条 第四十七条第三項若しくは第六十六条第三項の規定による届出をせず、又は

虚偽の届出をした者は、二十万円以下の過料に処する。 

 （貨物自動車運送事業法の一部改正） 

第三条 貨物自動車運送事業法（平成元年法律第八十三号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第四章 指定試験機関（第四十六条－第五十八条）」を 

「 第四章 指定試験機関等  

  第一節 指定試験機関（第四十六条－第五十八条）  

  第二節 登録貨物軽自動車安全管理者講習機関等（第五十八条の二－第五十

八条の十六） 

 

」 

 に、「第七十九条」を「第八十二条」に改める。 



  第四章の章名を次のように改める。 

    第四章 指定試験機関等 

  第四章中第四十六条の前に次の節名を付する。 

     第一節 指定試験機関 

  第五十七条第二項第一号中「この章」を「この節」に改める。 

  第四章中第五十八条の次に次の一節を加える。 

     第二節 登録貨物軽自動車安全管理者講習機関等 

  （登録貨物軽自動車安全管理者講習機関の登録） 

 第五十八条の二 貨物軽自動車運送事業の用に供する自動車の運行の安全の確保に関す

る業務を行うに当たり必要な事項に関する知識を習得させるための講習（以下「貨物

軽自動車安全管理者講習」という。）を行う者は、申請により、国土交通大臣の登録

を受けることができる。 

  （登録の要件等） 

 第五十八条の三 国土交通大臣は、前条の規定による登録の申請に係る貨物軽自動車安

全管理者講習について、当該講習に必要な書籍その他の教材を用いて、次の各号に掲

げる講師の条件のいずれにも適合する者に講義を行わせるものであるときは、その登

録をしなければならない。この場合において、登録に関して必要な手続は、国土交通

省令で定める。 

  一 十八歳以上であること。 

  二 過去二年間に第三項第三号に規定する講習事務に関し不正な行為を行った者又は

この法律若しくはこの法律に基づく命令若しくはこれらに基づく処分に違反し、罰

金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、若しくは執行を受けることがなくなっ

た日から二年を経過しない者でないこと。 

  三 運行管理者資格者証の交付を受けている者であって、一年以上運行管理者として

職務を行った経験を有するもの又はこれと同等以上の能力を有する者であること。 

 ２ 国土交通大臣は、前条の規定により登録の申請をした者が、次の各号のいずれかに

該当するときは、その登録をしてはならない。 

  一 この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反し、罰金

以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日か

ら二年を経過しない者 

  二 第五十八条の十三の規定により登録を取り消され、その取消しの日から二年を経

過しない者 

  三 法人であって、その役員のうちに前二号のいずれかに該当する者があるもの 

 ３ 前条の登録は、登録貨物軽自動車安全管理者講習機関登録簿に次に掲げる事項を記

載してするものとする。 

  一 登録年月日及び登録番号 



  二 貨物軽自動車安全管理者講習を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっ

ては、その代表者の氏名 

  三 貨物軽自動車安全管理者講習の実施に関する事務（以下この節において「講習事

務」という。）を行う事務所の所在地 

  四 前三号に掲げるもののほか、国土交通省令で定める事項 

  （登録事項の変更の届出） 

 第五十八条の四 第五十八条の二の規定により国土交通大臣の登録を受けた者（以下

「登録貨物軽自動車安全管理者講習機関」という。）は、前条第三項第二号及び第三

号に掲げる事項の変更をするときは、その二週間前までに、その旨を国土交通大臣に

届け出なければならない。 

  （登録の更新） 

 第五十八条の五 第五十八条の二の登録は、三年ごとにその更新を受けなければ、その

期間の経過によって、その効力を失う。 

 ２ 第五十八条の二及び第五十八条の三の規定は、前項の登録の更新について準用する。 

  （講習事務の実施に係る義務） 

 第五十八条の六 登録貨物軽自動車安全管理者講習機関は、公正に、かつ、第五十八条

の三第一項に規定する要件及び国土交通省令で定める基準に適合する方法により講習

事務を行わなければならない。 

  （講習事務規程） 

 第五十八条の七 登録貨物軽自動車安全管理者講習機関は、講習事務の開始前に、講習

事務の実施に関する規程（次項において「講習事務規程」という。）を定め、国土交

通大臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

 ２ 講習事務規程には、貨物軽自動車安全管理者講習の実施方法、貨物軽自動車安全管

理者講習に関する料金その他の国土交通省令で定める事項を定めておかなければなら

ない。 

  （帳簿の備付け等） 

 第五十八条の八 登録貨物軽自動車安全管理者講習機関は、講習事務について、国土交

通省令で定めるところにより、帳簿を備え、国土交通省令で定める事項を記載し、こ

れを保存しなければならない。 

  （財務諸表等の備付け及び閲覧等） 

 第五十八条の九 登録貨物軽自動車安全管理者講習機関は、毎事業年度、当該事業年度

の経過後三月以内に、当該事業年度の財産目録、貸借対照表及び損益計算書又は収支

計算書並びに事業報告書（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。次項において同じ。）の作成がさ

れている場合における当該電磁的記録を含む。同項及び第八十二条第一号において



「財務諸表等」という。）を作成し、五年間事務所に備えて置かなければならない。 

 ２ 貨物軽自動車安全管理者講習を受講しようとする者その他の利害関係人は、登録貨

物軽自動車安全管理者講習機関の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をするこ

とができる。ただし、第二号又は第四号の請求をするには、登録貨物軽自動車安全管

理者講習機関の定めた費用を支払わなければならない。 

  一 財務諸表等が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請

求 

  二 前号の書面の謄本又は抄本の請求 

  三 財務諸表等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録

された事項を国土交通省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求 

  四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって国土交通省令で定めるものを

いう。）により提供することの請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求 

  （適合命令） 

 第五十八条の十 国土交通大臣は、貨物軽自動車安全管理者講習が第五十八条の三第一

項に規定する要件に適合しなくなったと認めるときは、当該登録貨物軽自動車安全管

理者講習機関に対し、当該要件に適合するため必要な措置を講ずべきことを命ずるこ

とができる。 

  （改善命令） 

 第五十八条の十一 国土交通大臣は、登録貨物軽自動車安全管理者講習機関が第五十八

条の六の規定に違反していると認めるときは、当該登録貨物軽自動車安全管理者講習

機関に対し、同条の規定による貨物軽自動車安全管理者講習を行うべきこと又は講習

事務の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

  （講習事務の休廃止） 

 第五十八条の十二 登録貨物軽自動車安全管理者講習機関は、講習事務に関する業務の

全部又は一部を休止し、又は廃止するときは、国土交通省令で定めるところにより、

あらかじめ、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。 

  （登録の取消し等） 

 第五十八条の十三 国土交通大臣は、登録貨物軽自動車安全管理者講習機関が次の各号

のいずれかに該当するときは、第五十八条の二の登録を取り消し、又は期間を定めて

講習事務に関する業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

  一 第五十八条の三第二項第一号又は第三号に該当するに至ったとき。 

  二 第五十八条の四、第五十八条の七、第五十八条の八、第五十八条の九第一項又は

前条の規定に違反したとき。 

  三 正当な理由がなく、第五十八条の九第二項各号の請求を拒んだとき。 

  四 第五十八条の十又は第五十八条の十一の規定による命令に違反したとき。 



  五 不正の手段により第五十八条の二の登録を受けたとき。 

  （国土交通大臣による講習事務の実施等） 

 第五十八条の十四 国土交通大臣は、次の各号のいずれかに該当するときは、講習事務

に関する業務の全部又は一部を自ら行うことができる。 

  一 登録貨物軽自動車安全管理者講習機関がいないとき。 

  二 第五十八条の十二の規定による講習事務に関する業務の全部又は一部の休止又は

廃止の届出があったとき。 

  三 前条の規定により第五十八条の二の登録を取り消し、又は登録貨物軽自動車安全

管理者講習機関に対し講習事務に関する業務の全部若しくは一部の停止を命じたと

き。 

  四 登録貨物軽自動車安全管理者講習機関が天災その他の事由により講習事務に関す

る業務の全部又は一部を実施することが困難となったとき。 

 ２ 国土交通大臣が前項の規定により講習事務に関する業務の全部又は一部を自ら行う

場合における講習事務の引継ぎその他の必要な事項は、国土交通省令で定める。 

  （公示） 

 第五十八条の十五 国土交通大臣は、次に掲げる場合には、その旨を官報で公示しなけ

ればならない。 

  一 第五十八条の二の登録をしたとき。 

  二 第五十八条の四の規定による届出があったとき。 

  三 第五十八条の十二の規定による届出があったとき。 

  四 第五十八条の十三の規定により第五十八条の二の登録を取り消し、又は講習事務

に関する業務の停止を命じたとき。 

  （登録貨物軽自動車安全管理者定期講習機関） 

 第五十八条の十六 貨物軽自動車運送事業の用に供する自動車の運行の安全の確保に関

する業務を行うに当たり必要な事項に関する最新の知識を習得させるための講習（以

下「貨物軽自動車安全管理者定期講習」という。）を行う者は、申請により、国土交

通大臣の登録を受けることができる。 

 ２ 第五十八条の三から前条までの規定は、前項の登録、貨物軽自動車安全管理者定期

講習及び同項の規定により国土交通大臣の登録を受けた者（以下「登録貨物軽自動車

安全管理者定期講習機関」という。）に関する事務について準用する。この場合にお

いて、第五十八条の三第三項中「登録貨物軽自動車安全管理者講習機関登録簿」とあ

るのは「登録貨物軽自動車安全管理者定期講習機関登録簿」と、第五十八条の五第二

項中「第五十八条の二」とあるのは「第五十八条の十六第一項」と読み替えるものと

する。 

  第六十条第二項中「以下」を「第五項において」に改め、同条第三項中「指定試験機

関に対し、試験事務」を「次の各号に掲げる者から当該各号に定める事務」に改め、同



項に次の各号を加える。 

  一 指定試験機関 試験事務 

  二 登録貨物軽自動車安全管理者講習機関 貨物軽自動車安全管理者講習の実施に関

する事務 

  三 登録貨物軽自動車安全管理者定期講習機関 貨物軽自動車安全管理者定期講習の

実施に関する事務 

  第六十条第五項中「又は指定試験機関」を「、指定試験機関、登録貨物軽自動車安全

管理者講習機関又は登録貨物軽自動車安全管理者定期講習機関」に改める。 

  第六十一条第一項中「運行管理者試験を受けようとする者又は運行管理者資格者証の

交付若しくは再交付を受けようとする」を「次に掲げる」に改め、同項に次の各号を加

える。 

  一 運行管理者試験を受けようとする者 

  二 運行管理者資格者証の交付又は再交付を受けようとする者 

  三 貨物軽自動車安全管理者講習（国土交通大臣が行うものに限る。）を受けようと

する者 

  四 貨物軽自動車安全管理者定期講習（国土交通大臣が行うものに限る。）を受けよ

うとする者 

  第七十四条を削る。 

  第七十三条中「者は」を「場合には、その違反行為をした者は」に改め、同条第一号

中「違反して運行管理者を選任しなかった者」を「違反したとき。」に改め、同条第二

号中「者」を「とき。」に改め、同条を第七十四条とし、第七十二条の次に次の一条を

加える。 

 第七十三条 第五十八条の十三（第五十八条の十六第二項において準用する場合を含

む。）の規定による業務の停止の命令に違反したときは、その違反行為をした登録貨

物軽自動車安全管理者講習機関又は登録貨物軽自動車安全管理者定期講習機関の役員

又は職員は、一年以下の拘禁刑又は百万円以下の罰金に処する。 

  第七十五条を削る。 

  第七十六条中「者は」を「場合には、その違反行為をした者は」に改め、同条第一号

中「者」を「とき。」に改め、同条第三号を削り、同条第二号中「者」を「とき。」に

改め、同号を同条第三号とし、同条第一号の次に次の一号を加える。 

  二 第九条第一項（第三十五条第六項において準用する場合を含む。）の規定に違反

して事業計画を変更したとき。 

  第七十六条第四号及び第五号中「者」を「とき。」に改め、同条第六号中「の規定に

違反して、安全統括管理者を選任しなかった者」を「又は第三十四条第三項（第三十五

条第六項、第三十六条第二項及び第三十七条第三項において準用する場合を含む。）の

規定に違反したとき。」に改め、同条第七号中「又は第十八条第三項」を「若しくは第



十八条第三項」に、「者」を「とき。」に改め、同条第八号を削り、同条第七号の二中

「（第三十五条第六項において準用する場合を含む。）」を削り、「、又は虚偽の届出

をして、事業を休止し、又は廃止した者」を「一般貨物自動車運送事業を休止し、若し

くは廃止し、又は虚偽の届出をしたとき。」に改め、同号を同条第八号とし、同条第十

一号中「含む」の下に「。以下この号において同じ」を、「又は」の下に「第六十条第

四項の規定による」を加え、「者」を「とき。」に改め、同号を同条第十二号とし、同

条第十号中「者」を「とき。」に改め、同号を同条第十一号とし、同条第九号中「者」

を「とき。」に改め、同号を同条第十号とし、同号の前に次の一号を加える。 

  九 第三十五条第六項において準用する第三十二条の規定による届出をしないで特定

貨物自動車運送事業を休止し、若しくは廃止し、又は虚偽の届出をしたとき。 

  第七十六条を第七十五条とする。 

  第七十七条第二号中「又は」の下に「同項の規定による」を加え、同条を第七十六条

とする。 

  第七十九条を第八十一条とし、同条の次に次の一条を加える。 

 第八十二条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の過料に処する。 

  一 第五十八条の九第一項（第五十八条の十六第二項において準用する場合を含

む。）の規定に違反して、財務諸表等を備えて置かず、財務諸表等に記載すべき事

項を記載せず、又は虚偽の記載をした者 

  二 正当な理由がなく、第五十八条の九第二項各号（第五十八条の十六第二項におい

て準用する場合を含む。）の請求を拒んだ者 

  第七十八条中「、第七十三条」を削り、「第七十六条」を「第七十五条」に改め、同

条を第八十条とし、同条の前に次の三条を加える。 

 第七十七条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした指定試験機関

の役員又は職員は、百万円以下の罰金に処する。 

  一 第五十四条の規定に違反して、帳簿を備え付けず、帳簿に記載せず、若しくは帳

簿に虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかったとき。 

  二 第五十六条第一項の規定に違反して試験事務の全部を廃止したとき。 

  三 第六十条第三項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。 

  四 第六十条第五項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の規

定による質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をしたとき。 

 第七十八条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした登録貨物軽自

動車安全管理者講習機関又は登録貨物軽自動車安全管理者定期講習機関の役員又は職

員は、百万円以下の罰金に処する。 

  一 第六十条第三項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。 

  二 第六十条第五項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の規

定による質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をしたとき。 



 第七十九条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした登録貨物軽自

動車安全管理者講習機関又は登録貨物軽自動車安全管理者定期講習機関の役員又は職

員は、五十万円以下の罰金に処する。 

  一 第五十八条の八（第五十八条の十六第二項において準用する場合を含む。）の規

定に違反して、帳簿を備えず、帳簿に記載せず、若しくは帳簿に虚偽の記載をし、

又は帳簿を保存しなかったとき。 

  二 第五十八条の十二の規定による届出をしないで貨物軽自動車安全管理者講習の実

施に関する事務に関する業務の全部若しくは一部を休止し、若しくは廃止し、又は

虚偽の届出をしたとき。 

  三 第五十八条の十六第二項において準用する第五十八条の十二の規定による届出を

しないで貨物軽自動車安全管理者定期講習の実施に関する事務に関する業務の全部

若しくは一部を休止し、若しくは廃止し、又は虚偽の届出をしたとき。 

  附則第一条の二に次の一項を加える。 

 ８ 地方実施機関は、当分の間、貨物自動車運送事業者に対する荷主の行為が違反原因

行為に該当すると疑うに足りる事実を把握したときは、その事実を国土交通大臣に通

知するものとする。 

第四条 貨物自動車運送事業法の一部を次のように改正する。 

  目次中「第二章 貨物自動車運送事業（第三条－第三十七条）」を 

「 第二章 一般貨物自動車運送事業（第三条－第三十四条）  

 第三章 特定貨物自動車運送事業（第三十五条）  

 第四章 貨物軽自動車運送事業（第三十六条・第三十六条の二）  

 第五章 貨物利用運送事業者に関する特例（第三十七条・第三十七条の二） 」 

 に、「第三章」を「第六章」に、「第四章」を「第七章」に、「第五章」を「第八章」

に、「第六章」を「第九章」に改める。 

  第二条第六項中「単に」を削り、同条第七項中「使用して行う貨物の運送に係るもの

に限る」を「使用しないで貨物の運送を行わせることを内容とする契約によるものを除

く」に改め、同条に次の一項を加える。 

 ８ この法律において「荷主」とは、次に掲げる者をいう。 

  一 貨物自動車運送事業者（第三十九条第一号に規定する貨物自動車運送事業者をい

う。以下この項、第十二条、第二十四条の五及び第三十七条において同じ。）との

間で運送契約を締結して貨物の運送を委託する者 

  二 貨物自動車運送事業者が運送契約に基づき運送する貨物を当該貨物自動車運送事

業者から受け取る者（他人のために貨物を受け取る者を除き、その者に受け取らせ

る者を含む。）（前号に掲げる者を除く。） 

  三 貨物自動車運送事業者が運送契約に基づき運送する貨物を当該貨物自動車運送事

業者に引き渡す者（他人のために貨物を引き渡す者を除き、その者に引き渡させる

者を含む。）（第一号に掲げる者を除く。） 



  第二章の章名を次のように改める。 

    第二章 一般貨物自動車運送事業 

  第十二条から第十四条までを次のように改める。 

  （書面の交付） 

 第十二条 真荷主（自らの事業に関して貨物自動車運送事業者との間で運送契約を締結

して貨物の運送を委託する者であって、貨物自動車運送事業者以外のものをいう。第

二十四条の五において同じ。）及び一般貨物自動車運送事業者は、運送契約を締結す

るときは、国土交通省令で定める場合を除き、次に掲げる事項を書面に記載して相互

に交付しなければならない。 

  一 運送の役務の内容及びその対価 

  二 当該運送契約に運送の役務以外の役務の提供が含まれる場合にあっては、運送の

役務以外の役務の内容及びその対価 

  三 その他国土交通省令で定める事項 

 ２ 前項の規定は、第一種貨物利用運送事業者（貨物利用運送事業法（平成元年法律第

八十二号）第七条第一項に規定する第一種貨物利用運送事業者をいう。以下同じ。）

が一般貨物自動車運送事業者の行う貨物の運送（自動車を使用しないで貨物の運送を

行わせることを内容とする契約によるものを除く。）を利用する場合であって、当該

第一種貨物利用運送事業者に貨物の運送の委託をした者（その者に委託（二以上の段

階にわたる委託を含む。）をした者を含む。）が貨物自動車運送事業者である場合に

おける当該第一種貨物利用運送事業者及び当該一般貨物自動車運送事業者が締結する

運送契約については、適用しない。 

 ３ 第一項の運送契約の当事者は、同項の規定による書面の交付に代えて、政令で定め

るところにより、当該契約の相手方の承諾を得て、当該書面に記載すべき事項を電磁

的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法で

あって国土交通省令で定めるものをいう。以下同じ。）により提供することができる。

この場合において、当該運送契約の当事者は、当該書面を交付したものとみなす。 

  （輸送の安全性の向上） 

 第十三条 一般貨物自動車運送事業者は、輸送の安全の確保が最も重要であることを自

覚し、絶えず輸送の安全性の向上に努めなければならない。 

  （安全管理規程等） 

 第十四条 一般貨物自動車運送事業者（その事業用自動車の数が国土交通省令で定める

数未満であるものを除く。以下この条において同じ。）は、安全管理規程を定め、貨

物の運送を開始する日（貨物の運送を開始した後、事業用自動車の数が当該国土交通

省令で定める数以上になる場合にあっては、その日）までに、国土交通省令で定める

ところにより、国土交通大臣に届け出なければならない。これを変更しようとすると

きも、同様とする。 



 ２ 安全管理規程は、輸送の安全を確保するために一般貨物自動車運送事業者が遵守す

べき次に掲げる事項に関し、国土交通省令で定める基準に適合するものでなければな

らない。 

  一 輸送の安全を確保するための事業の運営の方針に関する事項 

  二 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の体制に関する事項 

  三 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の方法に関する事項 

  四 安全統括管理者（一般貨物自動車運送事業者が、前三号に掲げる事項に関する業

務を統括管理させるため、事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位にあり、

かつ、一般貨物自動車運送事業に関する一定の実務の経験その他の国土交通省令で

定める要件を備える者のうちから選任する者をいう。以下この条において同じ。）

の選任に関する事項 

 ３ 国土交通大臣は、安全管理規程が前項に規定する基準に適合しないと認めるときは、

当該一般貨物自動車運送事業者に対し、当該基準に適合するようこれを変更すべきこ

とを命ずることができる。 

 ４ 一般貨物自動車運送事業者は、安全管理規程の届出後、速やかに、安全統括管理者

を選任しなければならない。 

 ５ 一般貨物自動車運送事業者は、前項の規定により安全統括管理者を選任したときは、

国土交通省令で定めるところにより、遅滞なく、その氏名及び役職を国土交通大臣に

届け出なければならない。これを解任したときも、同様とする。 

 ６ 一般貨物自動車運送事業者は、輸送の安全の確保に関し、安全統括管理者のその職

務を行う上での意見を尊重しなければならない。 

 ７ 国土交通大臣は、安全統括管理者がその職務を怠った場合であって、当該安全統括

管理者が引き続きその職務を行うことが輸送の安全の確保に著しく支障を及ぼすおそ

れがあると認めるときは、一般貨物自動車運送事業者に対し、当該安全統括管理者を

解任すべきことを命ずることができる。 

  第十五条及び第十六条を削る。 

  第十七条第三項中「（以下「過積載による運送」という。）」を削り、「、過積載に

よる」を「、当該」に、「対する過積載による」を「対する当該」に改め、同条を第十

五条とする。 

  第十八条第一項中「一般貨物自動車運送事業者は」の下に「、第三条の許可を受けた

後、速やかに」を加え、同条第三項中「ときは」の下に「、国土交通省令で定めるとこ

ろにより」を加え、「その旨」を「その氏名」に改め、同条を第十六条とし、第十九条

を第十七条とし、第二十条を第十八条とし、第二十一条を第十九条とする。 

  第二十二条第二項中「第十八条第二項」を「第十六条第二項」に改め、同条を第二十

条とする。 

  第二十二条の二中「第十五条、第十六条第一項」を「第十三条、第十四条第一項」に、



「第十七条第一項」を「第十五条第一項」に、「第十八条第一項」を「第十六条第一

項」に改め、同条を第二十一条とする。 

  第二十三条中「第十六条第一項」を「第十四条第一項」に、「第十七条第一項」を

「第十五条第一項」に、「第十八条第一項、第二十二条第二項」を「第十六条第一項、

第二十条第二項」に改め、同条を第二十二条とし、第二十四条を第二十三条とする。 

  第二十四条の二の見出し中「かかわる」を「関わる」に改め、同条中「第二十三条」

を「第二十二条」に、「かかわる」を「関わる」に改め、同条を第二十三条の二とする。 

  第二十四条の三（見出しを含む。）中「かかわる」を「関わる」に改め、同条を第二

十三条の三とする。 

  第二十八条を削り、第二十七条を第二十八条とし、第二十六条を第二十七条とし、第

二十五条を第二十六条とし、第二十四条の四を第二十五条とし、同条の前に次の五条を

加える。 

  （他の一般貨物自動車運送事業者の行う貨物の運送を利用する場合の措置） 

 第二十四条 一般貨物自動車運送事業者は、自らが引き受ける貨物の運送について他の

一般貨物自動車運送事業者の行う運送（自動車を使用しないで貨物の運送を行わせる

ことを内容とする契約によるものを除く。第三号において同じ。）を利用するときは、

当該他の一般貨物自動車運送事業者に係る一般貨物自動車運送事業の健全な運営の確

保に資するため、次に掲げる措置（次条及び第二十四条の三において「健全化措置」

という。）を講ずるよう努めなければならない。 

  一 その利用する運送に要する費用の概算額を把握した上で、当該概算額を勘案して

利用の申込みをすること。 

  二 自らが引き受ける貨物の運送について荷主が提示する運賃又は料金が前号に規定

する概算額を下回る場合にあっては、当該荷主に対し、運賃又は料金について交渉

をしたい旨を申し出ること。 

  三 当該他の一般貨物自動車運送事業者が更に他の一般貨物自動車運送事業者の行う

運送を利用する場合に関し二以上の段階にわたる委託の制限その他の条件を付する

こと。 

  四 その他一般貨物自動車運送事業の健全な運営の確保に資するためのものとして国

土交通省令で定める措置 

 ２ 一般貨物自動車運送事業者は、自らが引き受けた貨物の運送について他の一般貨物

自動車運送事業者の行う運送（自動車を使用しないで貨物の運送を行わせることを内

容とする契約によるものを除く。）を利用するときは、国土交通省令で定める場合を

除き、当該他の一般貨物自動車運送事業者に対し、次に掲げる事項を記載した書面を

交付しなければならない。ただし、その利用する運送を行う一般貨物自動車運送事業

者に対し、下請代金支払遅延等防止法（昭和三十一年法律第百二十号）第三条第一項

の規定による書面の交付（同条第二項の規定により書面を交付したものとみなされた



場合を含む。）をしたときは、当該書面に記載した事項については記載することを要

しない。 

  一 運送の役務の内容及びその対価 

  二 その利用する運送に運送の役務以外の役務の提供が含まれる場合にあっては、運

送の役務以外の役務の内容及びその対価 

  三 その他国土交通省令で定める事項 

 ３ 一般貨物自動車運送事業者は、前項の規定による書面の交付に代えて、政令で定め

るところにより、当該他の一般貨物自動車運送事業者の承諾を得て、当該書面に記載

すべき事項を電磁的方法により提供することができる。この場合において、当該一般

貨物自動車運送事業者は、当該書面を交付したものとみなす。 

  （運送利用管理規程の作成等） 

 第二十四条の二 貨物自動車利用運送を行う一般貨物自動車運送事業者（その行う貨物

自動車利用運送の規模が国土交通省令で定める規模以上であるものに限る。以下「特

別一般貨物自動車運送事業者」という。）は、健全化措置の実施に関する規程（以下

「運送利用管理規程」という。）を定め、遅滞なく、国土交通省令で定めるところに

より、国土交通大臣に届け出なければならない。これを変更したときも、同様とする。 

 ２ 運送利用管理規程には、次に掲げる事項を定めておかなければならない。 

  一 健全化措置を実施するための事業の運営の方針に関する事項 

  二 健全化措置の内容に関する事項 

  三 健全化措置の管理体制に関する事項 

  四 次条第一項に規定する運送利用管理者の選任に関する事項 

 ３ 特別一般貨物自動車運送事業者は、運送利用管理規程を遵守しなければならない。 

  （運送利用管理者の選任等） 

 第二十四条の三 特別一般貨物自動車運送事業者は、運送利用管理規程の届出後、速や

かに、その事業における健全化措置の実施及びその管理の体制を確保するため、事業

運営上の重要な決定に参画する管理的地位にある者のうちから、運送利用管理者一人

を選任しなければならない。 

 ２ 運送利用管理者は、次に掲げる職務を行う。 

  一 健全化措置を実施するための事業の運営の方針を決定すること。 

  二 健全化措置の実施及びその管理の体制を整備すること。 

  三 第二十四条の五第一項に規定する実運送体制管理簿を作成する場合にあっては、

当該実運送体制管理簿の作成事務を監督すること。 

 ３ 特別一般貨物自動車運送事業者は、第一項の規定により運送利用管理者を選任した

ときは、国土交通省令で定めるところにより、遅滞なく、その氏名及び役職を国土交

通大臣に届け出なければならない。これを解任したときも、同様とする。 

  （運送利用管理者の義務等） 



 第二十四条の四 運送利用管理者は、誠実にその職務を行わなければならない。 

 ２ 特別一般貨物自動車運送事業者は、運送利用管理者に対し、前条第二項各号に掲げ

る職務を行うため必要な権限を与えなければならない。 

 ３ 特別一般貨物自動車運送事業者は、運送利用管理者のその職務を行う上での意見を

尊重しなければならない。 

  （実運送体制管理簿の作成等） 

 第二十四条の五 一般貨物自動車運送事業者は、真荷主から引き受けた貨物の運送（そ

の運送に係る貨物の重量が国土交通省令で定める重量以上であるものに限る。第六項

において同じ。）について他の貨物自動車運送事業者の行う運送（自動車を使用しな

いで貨物の運送を行わせることを内容とする契約によるものを除く。）を利用したと

きは、運送体制の明確化を図るため、災害その他緊急やむを得ない場合を除き、真荷

主から引き受けた貨物の運送ごとに、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げ

る事項を記載した実運送体制管理簿（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁

気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であ

って、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。同項及び第五十八条の

九において同じ。）の作成がされている場合における当該電磁的記録を含む。以下こ

の条において同じ。）を作成し、その引き受けた貨物の運送が完了した日から一年間、

これを営業所に備え置かなければならない。ただし、当該利用の態様その他の事情を

勘案して国土交通省令で定める場合は、真荷主から引き受けた貨物の運送ごとに作成

することを要しない。 

  一 真荷主から引き受けた貨物の運送について実運送（事業用自動車を使用して行う

貨物の運送をいう。以下この項及び第五項において同じ。）を行う貨物自動車運送

事業者の商号又は名称 

  二 前号の貨物自動車運送事業者が実運送を行う貨物の内容及び区間 

  三 第一号の貨物自動車運送事業者の請負階層（当該貨物自動車運送事業者が実運送

を行う貨物の運送に関して締結された運送契約のうち、真荷主との運送契約の後に

締結された運送契約の数をいう。） 

  四 その他国土交通省令で定める事項 

 ２ 前項の規定は、一般貨物自動車運送事業者が第一種貨物利用運送事業者から貨物の

運送を引き受けた場合であって、当該第一種貨物利用運送事業者に貨物の運送の委託

をした者（その者に委託（二以上の段階にわたる委託を含む。）をした者を含む。）

が貨物自動車運送事業者であるときにおける当該一般貨物自動車運送事業者について

は、適用しない。 

 ３ 第一項の規定により実運送体制管理簿を作成する一般貨物自動車運送事業者（以下

この条において「元請事業者」という。）は、同項ただし書の場合を除き、その利用

する運送を行う他の貨物自動車運送事業者に対し、次に掲げる事項（次項第一号にお



いて「元請連絡事項」という。）を通知しなければならない。 

  一 当該元請事業者の連絡先 

  二 当該他の貨物自動車運送事業者が運送する貨物の真荷主の商号又は名称 

  三 その他国土交通省令で定める事項 

 ４ 一般貨物自動車運送事業者（元請事業者を除く。）は、その引き受けた貨物の運送

について他の貨物自動車運送事業者の行う運送（自動車を使用しないで貨物の運送を

行わせることを内容とする契約によるものを除く。）を利用するときは、当該他の貨

物自動車運送事業者に対し、次に掲げる事項を通知しなければならない。ただし、前

項の規定による通知を受けていない場合その他これらの事項を知ることができない場

合は、この限りでない。 

  一 当該貨物の運送に係る元請連絡事項 

  二 当該他の貨物自動車運送事業者の請負階層（当該他の貨物自動車運送事業者が引

き受けた貨物の運送に関して締結された運送契約のうち、真荷主との運送契約の後

に締結された運送契約の数をいう。） 

  三 その他国土交通省令で定める事項 

 ５ 貨物自動車運送事業者は、他の貨物自動車運送事業者から貨物の運送を引き受け、

第三項（第三十五条第六項において準用する場合を含む。）又は前項（同条第六項及

び第三十六条第二項において準用する場合を含む。）の規定による通知を受け、かつ、

その引き受けた貨物の運送について実運送を行うときは、当該通知に係る元請事業者

に対し、当該実運送に係る貨物の真荷主ごとに、第一項各号に掲げる事項を通知しな

ければならない。 

 ６ 真荷主は、貨物の運送を委託した元請事業者に対して、その業務取扱時間内は、い

つでも、次に掲げる請求をすることができる。 

  一 第一項の実運送体制管理簿が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲

覧又は謄写の請求 

  二 第一項の実運送体制管理簿が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電

磁的記録に記録された事項を国土交通省令で定める方法により表示したものの閲覧

又は謄写の請求 

  第三十一条第一項中「以下」を「次項において」に改める。 

  第七十条中「者は」を「場合には、その違反行為をした者は」に改め、同条第一号中

「者」を「とき。」に改め、同条第二号中「第二十七条第一項」を「第二十八条第一

項」に、「者」を「とき。」に改め、同条第三号中「第二十七条第二項」を「第二十八

条第二項」に、「者」を「とき。」に改め、同条第四号中「第二十七条第一項」を「第

二十八条第一項」に、「者」を「とき。」に改め、同条第五号中「第二十七条第二項」

を「第二十八条第二項」に、「者」を「とき。」に改める。 

  第七十一条中「者は」を「場合には、その違反行為をした者は」に改め、同条第一号



中「第三十七条第三項」を「第三十七条の二第三項」に、「者」を「とき。」に改め、

同条第二号中「者」を「とき。」に改める。 

  第七十四条第一号中「第十八条第一項」を「第十六条第一項」に、「第三十七条第三

項」を「第三十七条の二第三項」に改め、同条第二号中「第三十七条第三項」を「第三

十七条の二第三項」に改める。 

  第七十五条第一号中「第十六条第三項」を「第十四条第三項」に、「第三十七条第三

項」を「第三十七条の二第三項」に、「第二十三条」を「第二十二条」に、「第二十四

条の四第二項」を「第二十五条第二項」に、「第二十五条第四項、第二十六条」を「第

二十六条第四項、第二十七条」に改め、同条第五号中「第十六条第一項」を「第十四条

第一項」に、「第三十七条第三項」を「第三十七条の二第三項」に、「第十六条第二項

第二号」を「第十四条第二項第二号」に改め、同条第六号中「第十六条第四項」を「第

十四条第四項」に、「第三十七条第三項」を「第三十七条の二第三項」に、「又は」を

「、第二十四条の三第一項（第三十五条第六項において準用する場合を含む。）、」に、

「の規定」を「又は第三十六条の二第一項の規定」に改め、同条第七号中「第十六条第

五項若しくは第十八条第三項」を「第十四条第五項若しくは第十六条第三項」に、「第

三十七条第三項」を「第三十七条の二第三項」に改め、「含む。）」の下に「、第二十

四条の三第三項（第三十五条第六項において準用する場合を含む。）若しくは第三十六

条の二第二項」を加え、同条第十二号中「第三十七条第三項」を「第三十七条の二第三

項」に改め、同号を同条第十三号とし、同条第十一号中「第三十七条第三項」を「第三

十七条の二第三項」に改め、同号を同条第十二号とし、同条中第十号を第十一号とし、

第九号を第十号とし、第八号を第九号とし、第七号の次に次の一号を加える。 

  八 第二十四条の二第一項（第三十五条第六項において準用する場合を含む。）の規

定による届出をしないで、又は届け出た運送利用管理規程（第二十四条の二第二項

第二号及び第三号（これらの規定を第三十五条第六項において準用する場合を含

む。）に係る部分に限る。）によらないで、事業を行ったとき。 

  第八十一条第三号中「第二十条」を「第十八条」に改め、同条第四号中「第二十四

条」を「第二十三条」に、「及び第三十七条第三項」を「、第三十六条第二項及び第三

十七条の二第三項」に改め、同条第五号中「第二十四条の三」を「第二十三条の三」に、

「第三十七条第三項」を「第三十七条の二第三項」に改め、同条第六号中「第三十五条

第八項又は」を削る。 

  第六章を第九章とする。 

  第六十条の二中「第十六条第二項第一号」を「第十四条第二項第一号」に、「第三十

七条第三項」を「第三十七条の二第三項」に改める。 

  第六十八条を削り、第六十七条を第六十八条とし、第六十六条を第六十七条とし、第

六十五条を第六十六条とする。 

  第六十四条第一項中「第十七条第一項」を「第十五条第一項」に、「第二十三条」を



「第二十二条」に改め、同条を第六十五条とする。 

  第六十三条の二中「荷主」を「荷主（次に掲げる者を含む。次条において同じ。）」

に改め、同条に次の各号を加える。 

  一 第二条第八項第一号に掲げる者が貨物利用運送事業者（第一種貨物利用運送事業

者、貨物利用運送事業法第二十四条第一項に規定する第二種貨物利用運送事業者及

び同法第四十六条第一項に規定する外国人国際第二種貨物利用運送事業者をい

う。）である場合にあっては、当該貨物利用運送事業者に運送の委託をした者（そ

の者に委託（二以上の段階にわたる委託を含む。）をした者を含む。） 

  二 貨物自動車運送事業者が運送契約に基づき運送する貨物を当該貨物自動車運送事

業者から受け取る者であって、他人のために当該貨物を受け取るもの 

  三 貨物自動車運送事業者が運送契約に基づき運送する貨物を当該貨物自動車運送事

業者に引き渡す者であって、他人のために当該貨物を引き渡すもの 

  第六十三条の二を第六十四条とする。 

  第五章を第八章とする。 

  第五十八条の四中「第五十八条の二の規定により国土交通大臣の登録を受けた者（以

下「」及び「」という。）」を削る。 

  第五十八条の九第一項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。次項において同じ。）」を削り、「同項」を「次項」に改め、同条

第二項第四号中「（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法であって国土交通省令で定めるものをいう。）」を削る。 

  第五十八条の十六第二項中「同項の規定により国土交通大臣の登録を受けた者（以下

「」及び「」という。）」を削る。 

  第四章を第七章とする。 

  第三十九条第五号中「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」を「物資の

流通の効率化に関する法律」に改める。 

  第三十九条の二に次の二項を加える。 

 ５ 地方実施機関は、第一項の規定による調査の結果、当該申出の対象となった荷主の

行為が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、国土交通大臣に対し、その旨

を通知するものとする。 

  一 当該申出人が第二十四条第一項に規定する健全化措置を実施する上で支障となっ

ていること。 

  二 国土交通大臣が物資の流通の効率化に関する法律第四十条の規定により意見を述

べるに当たって参酌すべきものであること。 

 ６ 国土交通大臣は、前項の規定による通知に係る荷主の行為が私的独占の禁止及び公

正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号）第二条第九項に規定する



不公正な取引方法に該当する事実があると思料するときは、公正取引委員会に対し、

その事実を通知するものとする。 

  第三章を第六章とする。 

  第三十七条の見出し中「特則」を「特例」に改め、同条第一項中「第二十五条」を

「第二十六条」に、「第二十七条」を「第二十八条」に改め、「（平成元年法律第八十

二号）」を削り、同条第三項中「第十五条、第十六条、第十七条第一項」を「第十三条、

第十四条、第十五条第一項」に、「第十八条、第二十二条第二項」を「第十六条、第二

十条第二項」に、「第二十二条の二から第二十四条の四まで」を「第二十一条から第二

十三条の三まで、第二十五条」に、「第十七条第五項及び第二十二条第三項」を「第十

五条第五項及び第二十条第三項」に改め、第二章中同条を第三十七条の二とする。 

  第三十四条の次に次の章名を付する。 

    第三章 特定貨物自動車運送事業 

  第三十五条の見出しを削り、同条第六項中「第十五条、第十六条、第十七条第一項」

を「第十三条、第十四条、第十五条第一項」に、「第十八条、第二十二条第二項」を

「第十六条、第二十条第二項」に、「第二十二条の二から第二十四条の四まで、第二十

七条、第三十二条並びに第三十三条」を「第二十一条から第二十四条の三まで、第二十

四条の四第二項及び第三項、第二十四条の五第一項から第四項まで及び第六項、第二十

五条、第二十八条並びに第三十条から第三十三条まで」に、「第十七条第五項及び第二

十二条第三項」を「第十五条第五項及び第二十条第三項」に改め、「運行管理者につい

て」の下に「、第二十四条の四第一項の規定は特定貨物自動車運送事業者が選任した運

送利用管理者について」を、「第九条第二項」の下に「、第三十条第三項及び第三十一

条第三項」を加え、同条第七項及び第八項を削り、同条の次に次の章名を付する。 

    第四章 貨物軽自動車運送事業 

  第三十六条の見出しを「（貨物軽自動車運送事業の届出等）」に改め、同条第二項中

「第十五条、第十七条第一項」を「第十二条、第十三条、第十五条第一項」に、「第二

十三条、第二十四条の四、第二十五条第一項」を「第二十二条から第二十三条の二まで、

第二十四条の五第四項、第二十五条、第二十六条第一項」に、「第十七条第五項」を

「第十五条第五項」に、「第三十四条」を「第三十四条第一項から第三項まで」に、

「第二十三条中「第十六条第一項、第四項若しくは第六項、第十七条第一項から第四項

まで、第十八条第一項、第二十二条第二項若しくは第三項若しくは前条の規定又は安全

管理規程」とあるのは「第三十六条第二項において準用する第十七条第一項から第四項

までの規定」」を「第二十二条中「が、第十四条第一項、第四項若しくは第六項」とあ

るのは「が」と、「、第十六条第一項、第二十条第二項若しくは第三項若しくは前条の

規定又は安全管理規程」とあるのは「の規定」と、「、運行管理者に対する必要な権限

の付与、貨物自動車利用運送を行う場合におけるその利用する運送を行う一般貨物自動

車運送事業者又は特定貨物自動車運送事業者の輸送の安全の確保を阻害する行為の停止、



当該安全管理規程の遵守その他」とあるのは「その他」」に改め、「命ずることができ

る」と」の下に「、第三十四条第一項中「自動車登録番号標及びその封印を取り外した

上、その自動車登録番号標」とあるのは「車両番号標」と、同条第二項中「自動車登録

番号標」とあるのは「車両番号標」と、同条第三項中「自動車登録番号標（次項に規定

する自動車に係るものを除く。）」とあるのは「車両番号標」と、「自動車登録番号標

を」とあるのは「車両番号標を」と、「取り付け、国土交通大臣の封印の取付けを受

け」とあるのは「表示し」と」を加え、同条第五項中「、相続人」の下に「（相続人が

二人以上ある場合においてその協議により当該貨物軽自動車運送事業を承継すべき相続

人を定めたときは、その者）」を加え、同条の次に次の一条、章名及び一条を加える。 

  （貨物軽自動車安全管理者の選任等） 

 第三十六条の二 貨物軽自動車運送事業者（四輪以上の軽自動車を使用して貨物を運送

する事業者に限る。以下この条において同じ。）は、前条第一項前段の規定による届

出後、速やかに、営業所ごとに、事業用自動車の運行の安全の確保に関する業務を行

わせるため、次の各号のいずれかに該当する者のうちから、貨物軽自動車安全管理者

一人を選任しなければならない。 

  一 第五十八条の二の規定により国土交通大臣の登録を受けた者（以下「登録貨物軽

自動車安全管理者講習機関」という。）が実施する同条に規定する貨物軽自動車安

全管理者講習を選任の日前二年以内に修了した者 

  二 前号に規定する貨物軽自動車安全管理者講習を修了し、かつ、第三項に規定する

貨物軽自動車安全管理者定期講習を選任の日前二年以内に修了した者 

  三 当該貨物軽自動車運送事業者が一般貨物自動車運送事業又は特定貨物自動車運送

事業を経営する場合にあっては、第十六条第一項（第三十五条第六項において準用

する場合を含む。第三項において同じ。）の規定により運行管理者として選任され

ている者 

 ２ 貨物軽自動車運送事業者は、前項の規定により貨物軽自動車安全管理者を選任した

ときは、国土交通省令で定めるところにより、遅滞なく、その氏名を国土交通大臣に

届け出なければならない。これを解任したときも、同様とする。 

 ３ 貨物軽自動車運送事業者は、第一項の貨物軽自動車安全管理者（第十六条第一項の

規定により現に運行管理者として選任されている者を除く。）に、その選任の日から

二年以内において国土交通省令で定める期間ごとに、第五十八条の十六第一項の規定

により国土交通大臣の登録を受けた者（以下「登録貨物軽自動車安全管理者定期講習

機関」という。）が実施する同項に規定する貨物軽自動車安全管理者定期講習を受け

させなければならない。 

    第五章 貨物利用運送事業者に関する特例 

  （第一種貨物利用運送事業者に関する特例） 

 第三十七条 第二十四条並びに第二十四条の五第四項及び第五項の規定は、第一種貨物



利用運送事業者に貨物の運送の委託をした者（その者に委託（二以上の段階にわたる

委託を含む。）をした者を含む。）が貨物自動車運送事業者である場合において、当

該第一種貨物利用運送事業者が当該貨物の運送について一般貨物自動車運送事業者又

は他の第一種貨物利用運送事業者の行う運送（自動車を使用しないで貨物の運送を行

わせることを内容とする契約によるものを除く。）を利用する場合について準用する。

この場合において、第二十四条中「一般貨物自動車運送事業者は」とあるのは「第一

種貨物利用運送事業者は」と、同条第二項及び第三項中「他の一般貨物自動車運送事

業者」とあるのは「一般貨物自動車運送事業者又は他の第一種貨物利用運送事業者」

と、同条第二項ただし書中「行う一般貨物自動車運送事業者」とあるのは「行う一般

貨物自動車運送事業者又は第一種貨物利用運送事業者」と、第二十四条の五第四項中

「一般貨物自動車運送事業者（元請事業者を除く。）」とあるのは「第一種貨物利用

運送事業者」と、「他の貨物自動車運送事業者」とあるのは「一般貨物自動車運送事

業者又は他の第一種貨物利用運送事業者」と、同条第五項中「他の貨物自動車運送事

業者」とあるのは「第一種貨物利用運送事業者」と読み替えるものとする。 

 ２ 第二十四条の五第四項及び第五項の規定は、第一種貨物利用運送事業者に貨物の運

送の委託をした者（その者に委託（二以上の段階にわたる委託を含む。）をした者を

含む。）が貨物自動車運送事業者である場合において、当該第一種貨物利用運送事業

者が当該貨物の運送について特定貨物自動車運送事業者の行う運送（自動車を使用し

ないで貨物の運送を行わせることを内容とする契約によるものを除く。）を利用する

場合について準用する。この場合において、同条第四項中「一般貨物自動車運送事業

者（元請事業者を除く。）」とあるのは「第一種貨物利用運送事業者」と、「他の貨

物自動車運送事業者」とあるのは「特定貨物自動車運送事業者」と、同条第五項中

「他の貨物自動車運送事業者」とあるのは「第一種貨物利用運送事業者」と読み替え

るものとする。 

  附則第一条の二第一項中「を荷主」の下に「（第六十四条各号に掲げる者を含む。以

下この条において同じ。）」を加え、同条第四項ただし書中「第六十四条第一項」を

「第六十五条第一項」に改め、同条第七項中「（昭和二十二年法律第五十四号）」を削

り、同条第八項に次のただし書を加える。 

   ただし、第三十九条の二第五項の規定による通知をした場合は、この限りでない。 

第五条 貨物自動車運送事業法の一部を次のように改正する。 

  第二十四条の四中第三項を第四項とし、第二項を第三項とし、第一項の次に次の一項

を加える。 

 ２ 運送利用管理者は、その職務（前条第二項第二号に掲げるものに限る。）を行うに

当たっては、その特別一般貨物自動車運送事業者の運送契約の相手方が物資の流通の

効率化に関する法律（平成十七年法律第八十五号）第四十七条第一項に規定する物流

統括管理者を選任している場合には、当該物流統括管理者と連携しなければならない。 



  第三十五条第六項中「第二十四条の四第二項及び第三項」を「第二十四条の四第三項

及び第四項」に改め、「第二十四条の四第一項」の下に「及び第二項」を加える。 

  第三十九条第五号中「（平成十七年法律第八十五号）」を削る。 

  第三十九条の二第五項第二号中「第四十条」を「第五十一条」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 一 第一条中流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律第四条第三項第一号の改

正規定及び附則第七条の規定 公布の日 

 二 第一条中流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律第二十条の二第一項第一

号の改正規定並びに附則第六条の規定及び附則第十三条中独立行政法人鉄道建設・運

輸施設整備支援機構法（平成十四年法律第百八十号）第十五条第一項の改正規定（「、

貸付け」を「、出資の決定及び貸付け」に改める部分に限る。） 公布の日から起算

して一月を超えない範囲内において政令で定める日 

 三 第三条中貨物自動車運送事業法附則第一条の二に一項を加える改正規定 公布の日

から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日 

 四 第三条の規定（前号に掲げる改正規定を除く。）並びに附則第五条の規定及び附則

第十一条中登録免許税法（昭和四十二年法律第三十五号）別表第一第百二十五号の改

正規定（「流通業務総合効率化促進法第十条第一項」を「物資流通効率化法第十二条

第一項」に、「流通業務総合効率化促進法第四条第一項」を「物資流通効率化法第六

条第一項」に改める部分を除く。） 公布の日から起算して六月を超えない範囲内に

おいて政令で定める日 

 五 第二条及び第五条の規定 公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政

令で定める日 

 （実運送体制管理簿の作成等に関する経過措置） 

第二条 第四条の規定による改正後の貨物自動車運送事業法（以下この条及び附則第四条

において「新貨物自動車法」という。）第二十四条の五第一項（新貨物自動車法第三十

五条第六項において準用する場合を含む。）の規定は、一般貨物自動車運送事業者又は

特定貨物自動車運送事業者がこの法律の施行の日（次条及び附則第十五条において「施

行日」という。）以後に他の貨物自動車運送事業者の行う運送（自動車を使用しないで

貨物の運送を行わせることを内容とする契約によるものを除く。）を利用した場合につ

いて適用する。 

 （特定貨物自動車運送事業者に係る権利義務の承継に関する経過措置） 

第三条 施行日前に貨物自動車運送事業法第三十五条第一項の許可を受けた者（以下この

条において「施行日前許可事業者」という。）が当該許可に係る特定貨物自動車運送事



業を施行日前に譲渡した場合又は施行日前許可事業者について施行日前に合併、分割若

しくは相続があった場合における施行日前許可事業者に係る同項の許可に基づく権利義

務の承継については、なお従前の例による。 

 （貨物軽自動車安全管理者の選任等に関する経過措置） 

第四条 この法律の施行の際現に貨物軽自動車運送事業を経営している者についての新貨

物自動車法第三十六条の二第一項の規定の適用については、同項中「前条第一項前段の

規定による届出後」とあるのは「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び

貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（令和六年法律第二十三号）の施行の日

後」と、「ならない」とあるのは「ならない。ただし、当該施行の日から起算して二年

を経過する日までの間は、この限りでない」とする。 

 （登録貨物軽自動車安全管理者講習機関等の罰則に関する経過措置） 

第五条 刑法等の一部を改正する法律（令和四年法律第六十七号）の施行の日（以下この

条において「刑法施行日」という。）の前日までの間における第三条の規定による改正

後の貨物自動車運送事業法第七十三条の規定の適用については、同条中「拘禁刑」とあ

るのは、「懲役」とする。刑法施行日以後における刑法施行日前にした行為に対する同

条の規定の適用についても、同様とする。 

 （罰則に関する経過措置） 

第六条 この法律（附則第一条第二号に掲げる規定については、当該規定）の施行前にし

た行為及び附則第三条の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの

法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 （政令への委任） 

第七条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関

する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 （検討） 

第八条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正後

のそれぞれの法律の規定について、その施行の状況等を勘案しつつ検討を加え、必要が

あると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 （道路運送法等の一部改正） 

第九条 次に掲げる法律の規定中「第二十五条第一項」を「第二十六条第一項」に改める。 

 一 道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）第八十二条第二項 

 二 地域再生法（平成十七年法律第二十四号）第十七条の二十三第二項 

 三 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成十九年法律第五十九号）第二十

七条の十八第三項 

 （中小企業基本法及び国土交通省設置法の一部改正） 

第十条 次に掲げる法律の規定中「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」を

「物資の流通の効率化に関する法律」に改める。 



 一 中小企業基本法（昭和三十八年法律第百五十四号）第二十九条第三項 

 二 国土交通省設置法（平成十一年法律第百号）第十五条第一項 

 （登録免許税法の一部改正） 

第十一条 登録免許税法の一部を次のように改正する。 

  別表第一第百二十号中「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」を「物資

の流通の効率化に関する法律」に、「「流通業務総合効率化促進法」を「「物資流通効

率化法」に、「第十三条第一項」を「第十五条第一項」に、「流通業務総合効率化促進

法第四条第一項」を「物資流通効率化法第六条第一項」に、「流通業務総合効率化促進

法第十四条第一項」を「物資流通効率化法第十六条第一項」に改め、同表第百二十三号

中「流通業務総合効率化促進法第十五条第一項」を「物資流通効率化法第十七条第一

項」に、「流通業務総合効率化促進法第四条第一項」を「物資流通効率化法第六条第一

項」に改め、同表第百二十五号中「道路運送事業の許可又は事業計画の変更の認可」を

「道路運送事業の許可若しくは事業計画の変更の認可又は登録貨物軽自動車安全管理者

講習機関若しくは登録貨物軽自動車安全管理者定期講習機関の登録」に、「流通業務総

合効率化促進法第十条第一項」を「物資流通効率化法第十二条第一項」に、「流通業務

総合効率化促進法第四条第一項」を「物資流通効率化法第六条第一項」に改め、同号に

次のように加える。 

 (六) 貨物自動車運送事業法第五十八条の二（登録貨

物軽自動車安全管理者講習機関の登録）の登録貨物

軽自動車安全管理者講習機関の登録（更新の登録を

除く。） 

登録件数 一件につき

九万円 

 (七) 貨物自動車運送事業法第五十八条の十六第一項

（登録貨物軽自動車安全管理者定期講習機関の登

録）の登録貨物軽自動車安全管理者定期講習機関の

登録（更新の登録を除く。） 

登録件数 一件につき

九万円 

  別表第一第百三十三号中「流通業務総合効率化促進法第十二条第一項」を「物資流通

効率化法第十四条第一項」に、「流通業務総合効率化促進法第四条第一項」を「物資流

通効率化法第六条第一項」に改め、同表第百三十九号中「流通業務総合効率化促進法第

八条第一項」を「物資流通効率化法第十条第一項」に、「流通業務総合効率化促進法第

四条第一項」を「物資流通効率化法第六条第一項」に、「流通業務総合効率化促進法第

五条第一項」を「物資流通効率化法第七条第一項」に、「流通業務総合効率化促進法第

九条第一項」を「物資流通効率化法第十一条第一項」に改め、同表第百四十号中「流通

業務総合効率化促進法第十六条第一項」を「物資流通効率化法第十八条第一項」に、

「流通業務総合効率化促進法第四条第一項」を「物資流通効率化法第六条第一項」に、

「流通業務総合効率化促進法第五条第一項」を「物資流通効率化法第七条第一項」に改

める。 

 （貨物利用運送事業法の一部改正） 

第十二条 貨物利用運送事業法（平成元年法律第八十二号）の一部を次のように改正する。 



  第三十二条、第三十三条第三号及び第四十九条中「第三十七条第三項」を「第三十七

条の二第三項」に改める。 

 （独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法の一部改正） 

第十三条 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法の一部を次のように改正する。 

  第十条第一項第二号中「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」を「物資

の流通の効率化に関する法律」に、「第二十条の二第一項第一号」を「第二十三条第一

項第一号」に改める。 

  第十三条第一項第十号中「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律第二十条

の二第一項」を「物資の流通の効率化に関する法律第二十三条第一項」に改める。 

  第十五条第一項中「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律第二十条の二第

一項第一号」を「物資の流通の効率化に関する法律第二十三条第一項第一号」に、「、

貸付け」を「、出資の決定及び貸付け」に改める。 

 （海上運送法等の一部を改正する法律の一部改正） 

第十四条 海上運送法等の一部を改正する法律（令和五年法律第二十四号）の一部を次の

ように改正する。 

  附則第二十二条の見出しを「（物資の流通の効率化に関する法律の一部改正）」に改

め、同条中「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」を「物資の流通の効率

化に関する法律（平成十七年法律第八十五号）」に改め、同条のうち流通業務の総合化

及び効率化の促進に関する法律第二条の改正規定中「第二条」を「第四条」に改める。 

 （海上運送法等の一部を改正する法律の一部改正に伴う調整規定） 

第十五条 前条の規定は、海上運送法等の一部を改正する法律附則第一条第四号に掲げる

規定の施行の日が施行日前である場合には、適用しない。 

（内閣総理・財務・農林水産・経済産業・国土交通大臣署名） 


